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全国の最近の経済動向

長期指標分析

［全国の景気］……………足踏み

輸出の増加が続いていることを受けて生産は堅調に推移していますが、原油や素材物資などの値上がりで企業収

益が減少しています。また、個人消費は雇用環境の悪化や物価の上昇を受けて減少傾向となっており、景気全体と

して見てみると足踏み状態となっています。

原油価格の高騰が米国消費を圧迫するなど、悪影響が多方面に広がってきており、その行方が注目されています。

［景気動向指数］…………減速傾向が強まる

○先行指数（景気の先行きを表わす指数）は０６年６月から低下傾向をたどっていましたが、一致指数（景気の現状

を表わす指数）も０７年９月より低下傾向となっており、景気の減速感が強まりました。

○一致指数が０７年８月より減少に転じたのは、全産業の営業利益が低下したのが主な要因ですが、０８年３月からは、

設備投資や生産関連の指標が低下した事から低下の度合いが強まりました。

経済動向

景気動向指数（ＣＩ）（０５年＝１００）

（出所）内閣府
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局、日本自動車販売協会連合会

品目別輸出寄与度（福岡県）
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（出所）財務省

［福岡県の景気］……………改善の動きに減速感

輸出が好調に推移していることを受け、生産は拡大が続き、設備投資も堅調に推移しています。しかし、個人消

費は、物価の上昇や雇用情勢の悪化を受けて伸び悩んでいるほか、住宅投資も減少が続いており、景気は全体とし

てみると、改善の動きに減速感が強まっています。

輸出の好調がいつまで続くか、注目されます。

［輸 出］…………………増加基調に回復

・増加が一服していた自動車が再び増加したことか

ら、全体も増加基調に戻りました。

・中国向けで建設機械などの一般機械が増加しまし

た。

・落ち込んでいた台湾、東南アジア諸国向け電気機

械も回復しました。

［住宅建設］…………………回復

・建築基準法改正による減少から前年並みに回復し

ています。

・全体の戸数は昨年１０月より増加基調にあります。

・賃貸マンションも昨年９月から回復基調となって

います。

・分譲マンションは、資材価格の高騰などから販売

に減速感が強まり、回復の動きが一服していま

す。

経済動向
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［生産］……………………輸出の好調で高い水準を持続

・自動車は、対米、対中輸出の好調を受け、高水準

を持続しています。

・一般機械、化学製品は中国、韓国、香港向けの伸

びを受けて増加しました。

・電気機械は東南アジア諸国向け輸出の落ち込みか

ら減少しました。

［設備投資（建築着工（除く住宅））］……回復の動きが一服

・建築基準法改正に伴う落ち込みからの回復の動き

が一服しています。

・製造業、非製造業は２月に低下しましたが、３月

にはサービス業も低下しました。

・米国景気の先行きに対する不安に加え、建築資材

の高騰が着工を抑制しています。

［雇用］……………………悪化

・新規求人数の減少が有効求人数の減少につながる

一方、減少が続いていた求職者数も増加してお

り、雇用情勢は悪化しています。

・「人材派遣業」の求人の減少は適正化による部分

が大きいと思われますが、「卸・小売業」「製造

業」でも減少するなど、求人を減少させる業種が

広がっています。

福岡県の鉱工業生産
（前年比・主要業種）

（出所）福岡県

福岡県建築金額
（除く住宅）

（出所）国土交通省

新規求人、業種別増減寄与

（出所）福岡県職業安定課
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局
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（出所）熊本県

［熊本県の景気］……………総じて減速感が見られる

生産、住宅建設とも低迷しており、県内企業の大型倒産の影響も懸念されます。

雇用は横ばい推移ですが、個人消費には物価高騰による影響が見られます。

［個人消費］…………………横ばい

・百貨店は前年比横ばいですが、スーパーが増加し

たため全体では前年比プラスとなっています。

・スーパーの増加は物価高騰による飲食料品の増加

と、前年同月の落ち込みが要因です。

［生 産］…………………電子部品を除き低迷

・０７年９月以降、減少幅は縮小傾向にありますが、

電子部品、デバイスを除き低調です。

・輸送機器の減少は前年同月の突出によるもので

す。

経済動向
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［住宅建設］…………………減少

・持家、分譲住宅は前年同月の落ち込みの反動によ

る増加です。着工戸数ベースでは伸びていませ

ん。

・着工戸数ベースでは持家は４２９戸と堅調ですが、

分譲住宅はマンション在庫のだぶつきから低調

（１４２戸）に推移しています。

・貸家は一時の建設ラッシュが去り、減少傾向にあ

ります。

［雇 用］…………………横ばい

・人材派遣業者に対する行政指導による求人数の適

正化の影響から、全国的に有効求人倍率の改善は

一服している様相です。

・完全失業率は０８年３月現在で４．１％と、九州平均

４．０％並みとなっています。

［企業倒産］…………………大型倒産あり

・０８年５月の倒産件数は１７件とほぼ横ばい推移でし

たが、建設業者の大型倒産があり、倒産企業総負

債金額は急増しています。

・九州全体では件数、負債総額とも増加傾向にあり

ます。

熊本県の住宅着工戸数（用途別）
（前年同月比増減寄与度）

（出所）国土交通省

熊本県の有効求人倍率

（出所）厚生労働省

熊本県の倒産企業総負債金額

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）西日本建設業保証（出所）国土交通省

［長崎県の景気］……………生産面では堅調に推移しているものの、総じて減速感が見られる

生産活動 ３月の大手・中堅造船２社（三菱重工業長崎造船所・佐世保重工業）の造船部門及び機械部門は、生産

高、受注残高ともに堅調に推移しています。

建設関連 ４月の建設関連指標は、新設住宅着工戸数、公共工事請負額ともに前年を上回りました。

商業関連 ４月の大型小売店販売額は百貨店・大型スーパーともに前年を下回りました。

観光関連 ４月の主要観光施設の入り込み状況は、全１８施設中１１施設で前年を下回りました。また、主要ホテル・

旅館の宿泊客数についても同様に前年を下回りました。

漁業関連 ４月の県内主要４魚市場の水揚実績は、水揚金額で前年を上回りました。

［生産活動（造船・機械部門）］……生産高は前年を下回るが、依然として高水準

２００８年３月の県内大手・中堅造船２社の造船部門

の生産・受注状況をみると、生産高は前年比１２．４％

減の１８７億円と前年を下回ったものの、水準自体は

高水準で推移しています。また、受注残高は同８．９％

増の７，５７３億円と、前年を上回っています。

一方、機械その他部門の生産・受注状況をみる

と、生産高は前年比２４．４％減の２２４億円、受注残高

は同２１．２％増の９，３２７億円と、生産高は前年を下回っ

たものの、高い水準を維持しています。

［建設（住宅着工・公共工事）］…………………住宅着工、公共工事ともに減少

２００８年４月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１０．４％増の２５４戸、貸家で同３２．２％減の２１３戸、分譲

で同５３．７％減の５０戸となり、全体では同２１．５％減の

５１８戸と、前年を下回りました。市郡別にみると、

長崎市で同２５．３％減の２２４戸、佐世保市で同２４．３％

減の８４戸、諫早市で同４５．５％減の３０戸など、県内シェ

アが高い地区で大幅な減少となっています。

一方、２００８年４月の公共工事保証請負状況（保証

ベース）は、件数が前年比１５．９％減の９０件、金額が

同３６．３％減の６７億円と、件数・金額ともに前年を下

回りました。発注者別の請負金額をみると、「国」

で前年並みを維持したものの、「県」や「市町」で

大幅減となり、全体を押し下げました。

経済動向
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［観 光］…………………主要観光施設、宿泊客数ともにマイナス

２００８年４月の長崎県内主要観光施設の入り込み状

況は、全１８施設のうち前年実績を下回った施設は１１

となり、中核観光施設もマイナスとなっており、全

施設合計では前年比８．８％減の５４万２，７００人となりま

した。

また、４月の長崎県内主要ホテル・旅館５４社の宿

泊客数は、ゴールデンウィークの日並びが悪かった

ことなどで、県南地域で前年比１．８％減、県北地域

では同４．９％減となり、合計で同３．３％減少し前年を

下回りました。

［大型小売店］………………衣料品の動きが低調で前年実績を下回る

２００８年４月の県内大型小売店販売高は、春・夏物

衣料の売れ行きが鈍く、前年比３．７％減の９９億円と

前年実績を下回りました。

業態別にみると、百貨店では食料品等が堅調でし

たが、衣料品の動きは鈍く、販売高は前年比５．０％

減となりました。また、大型スーパーも同様に衣料

品等が振るわず、同３．２％減となっています。

［漁 業］…………………水揚金額は前年を上回る

２００８年４月の県内主要４魚市場の水揚実績をみる

と、水揚量は前年比１．５％減の２万７，０７７トン、水揚

金額は同１３．０％増の７６億１，５００万円となりました。

４月は、サバやブリなどの不漁により水揚量は減

少したものの、魚価の上昇により水揚金額は前年を

上回りました。

長崎県の主要ホテル・旅館宿泊客数前年比伸び率

（出所）日本銀行長崎支店

長崎県の大型小売店販売高

（注）百貨店とスーパーの販売高の合計（店舗調整前）
（出所）九州経済産業局

長崎県４魚市場の水揚量と水揚金額

（出所）長崎、佐世保、北松、松浦の４魚市場の合計
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九州を組込みソフトウェア・システム開発の拠点に

１．九州のポジション

今年５月の九州経済産業局による調査では、九州に

は組込みソフト開発を行う会社が３００社程度あります

が、中央大手の下請け業務が多く、技術の高度化や受

注拡大はこれから期待できる、という発展途上の状況

です。

現在、九州には半導体産業や自動車産業等の装置産

業、製造業が集積していますが、その開発拠点は少な

く、また開発は中央集中の構造で、組込みソフト開発

設計技術の多くがそのマーケットの中心である東京、

大阪、名古屋から来ているのが現状です。技術交流も

会社系列になり、開発手法もその中に閉じられたもの

になりがちです。さらに受託開発会社も組込み専門は

少なく、業務ソフトの一つで組織化されていません。

また、人材面に関しても、就職を希望する学生の受け

皿となる地元企業の不足で、九州は「優秀な人材が中

央大手のメーカーに行く」という人材供給基地になっ

ています。

以上のように、九州は、開発拠点がなく、マーケッ

トが関東、近畿中心であること等から、基本仕様は大

手セットメーカー、ＩＴベンダーが決め、その下請け

になる、という構造になりがちです。横のネットワー

ク面から支社経済である九州にとっても市場開拓が必

要であり、得意分野を持った企業同士の「強み連携」

が必要となってきています。

２．九州でのさまざまな動き

そのような状況を打破するため、九州経済産業局な

どは昨年１１月、九州の産学官で「九州地域組込みシス

テム協議会（ＥＳ‐Ｋｙｕｓｈｕ）」を設立。自治体や大

学を含む約２６０団体・企業が参加し、競争力向上に向

けた戦略策定を進めています。熊本や宮崎、長崎各県

でも、振興に向けた動きが出始めています（図１）。

そのなかで私は、まず特徴ある組込みソフト技術者

養成を推進し、組込みソフト技術者の技術交流の活発

化を進めていこうと考え、九州組込みソフトウェアコ

ンソーシアム（ＱＵＥＳＴ）を、２００６年４月に立ち上げ

ました。ＱＵＥＳＴでは、「九州における組込みソフト

ウェアの拠点形成」を目指し、セミナー等を通した技

組込みソフトウェア・システムは、ものつく

りの基本であり、自動車や家電（洗濯機、電気

釜など）、携帯電話などあらゆる機器に内蔵さ

れたハードウェアを動かすソフトウェアです。

高級車には１００種類以上の組込みソフトウェ

ア・システムが搭載されています。この産業規

模は約６０兆円にのぼり、年々開発費用は増大、

技術者の不足も約１０万人となっています。

製品に付加価値をつける組込みソフトウェ

ア・システム産業は、自動車をはじめとして

様々な地場製造業（ものつくり）の競争力を向上

させる可能性をもっていますが、関東、中部、

関西との競争、最近は東北、信州との競争も厳

しくなっています。さらに世界に目を向けると

中国、インドとの競争も起きつつあります。

産業調査

九州大学大学院
システム情報科学研究院

教授 福田 晃
（ＥＳ‐Ｋｙｕｓｈｕ副会長、
ＱＵＥＳＴ会長）

１９７９年 九州大学大学院工学研究科情報工学専攻修了
同年日本電信電話公社（現ＮＴＴ）武蔵野電気通信
研究所入所

１９８３年 九州大学助手、同大学助教授、奈良先端科学技術
大学院大学教授を経て、

２００１年より現職
（２００８年より九州大学システムＬＳＩ研究セン
ター長）

工学博士
専門分野は組込みソフト、ユビキタス、並列／分散処理
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KYUSHU

九州地域組込みシステム協議会�
（ES-Kyushu）九州経済産業局�

佐賀県� 九州大学�

九州産業大学�
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ETロボコン�
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Q’ｓフォーラム�
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鹿児島県�
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長崎県�
西日本組込み技術コミュニティ�

NET-C
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組込みソフトウェア�

委員会�

QUBE/LSIカレッジ�
（福岡県）�

福岡市�
組込みソフト開発�

応援団�飯塚市�

北九州市�
カーエレクトロニクスセンター�

（FAIS）�

組込みソフトウェアWG

半導体�
イノベーション協議会�
（SIIQ）�

九州組込みパートナーズ�

産�

学�

官�
連携�

九州組込みソフトウェアコンソーシアム�

術者の育成や交流促進を図ってきまし

た（図２，３）が、今後は、組込みソフ

トウェアの評価、セミナー教育、あた

らしい開発方法の確立など、より充実

した事業活動を行うため、今年８月末

に特定非営利活動法人（ＮＰＯ）化する

予定です。また、次世代の技術者育成

のため、ものつくりの楽しさを感じて

くれるように、九州各地から３４チーム

が参加して、今年の９月７日ＥＴロボ

コン九州地区大会を開催します。

（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｑｕｅｓｔ９．ｏｒｇ／ｅｔｒｏ

ｂｏ／）

３．これから

九州が存在感を強めるには、地場企

業の技術レベルの底上げと、独自性や

実力を示す技術開発が鍵になります。

日本各地、および中国，インドではな

く、九州でなければできない技術を開

発しなければなりません。中国には賃

金の安さ、人海戦術的作業では負けま

す。また、インドは、プログラミング

スキルに優れています。ＱＵＥＳＴで

は、九州の独自技術として、組込みソ

フトウェアの開発技術とその支援技術

／ツールを現在精力的に開発していま

す。九州からの発信により、九州から

技術革新を全国に広めていきたいと考

えています。

・趣旨：九州における組込みソフトウェアの拠点形成
・発足：平成１８年４月２１日
・組織 会長：福田晃（九州大学） 事務局：芦原秀一

（ネットワーク応用技術研究所 取締役）
理事：数社より 参加企業：約６８団体、社 個人会員 ２８名

・活動実績（セミナー開催状況）
第１回：平成１８年４月２１日 参加者 １１５名 オブジェクト指向プログラミン

グ（富士ゼロックス 杉浦様）
第２回：平成１８年６月１６日 参加者 ４０名 討論形式（プロダクトライン）
第３回：平成１８年８月３０日 参加者 １６０名 宇宙機器（ＪＡＸＡ 片平様）
第４回：平成１９年１月１５日～１６日 参加者 延べ約２３０名 車載ソフト（トヨ

タ 井上様、城戸様）
第５回：平成１９年５月２４日 参加者 約２００名 車載ソフト（ＪａｓＰａｒ 安

達様）
第６回：平成１９年９月２１日 参加者 約１００名 ＩＴからＥＴへ
第７回：平成１９年１１月２１日 参加者 約８０名 ＥＴロボコン、車載ソフト（高

田先生）
第８回：平成２０年２月１５日 参加者 約９０名 組込みソフト開発ツール（中西

先生、渡辺様ほか）
・Ｗｅｂページ：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｑｕｅｓｔ９．ｏｒｇ/

図１ 九州の活動団体概要

図２ ＱＵＥＳＴの活動状況概要

図３ ＱＵＥＳＴの活動風景
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組込みソフトウェア産業の動向

図１ 組込みソフトウェアが制御する製品例

分野 製品例

家電 洗濯機、調理用機器、照明装置

民生用電子機器
テレビ、携帯電話、オーディオ、ビデオ
カメラ

産業用電子機器 コンピューター、ワープロ、複写機

精密機械 カメラ、時計

輸送運搬機器
自動車、カーナビ、電車、飛行機、搬送
装置

ＦＡ関連機器 産業機械、工作機械、産業用ロボット

プラント 発電、鉄鋼、化学

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

図２ 組込みソフトウェアの利用効果

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

最近、九州において「組込みソフトウェア」という言葉をよく耳にするようになりました。何故そのように注目

をされているのでしょうか。そして、そもそも組込みソフトウェアとはどういうものなのでしょうか。今回は、現

在注目を集めている組込みソフトウェア産業の概要から、九州における最近の動きなどについて、ご紹介いたしま

す。

� 組込みソフトウェアとは何か

組込みソフトウェアとは「自動車、携帯電話、家電

製品などの様々な機器に組み込まれて、その制御を行

なうコンピュータシステムである『組込みシステム』

に内蔵されたプログラム」のことを指します（一般的

には、それらの機器に搭載されているマイコンにプロ

グラムが書き込まれている形になっています）。ソフ

トウェアという目に見えないものであるためピンとこ

ないかもしれませんが、組込みソフトウェアは我々の

日常生活に欠かせないあらゆる機器類の動きを実質的

に制御しており、それ無しでは我々の生活は成り立た

ない、と言うことができるほど重要なものなのです（図

１）。

以前はそのような制御機能はソフトウェアではな

く、ハードウェアが担っていた（＝機械制御）のです

が、近年製品の高機能化、多機能化、多品種化や製品

サイクルの短期化が顕著となる中で、ハードウェアに

比べて柔軟性やコストの面で優れ、さらに、マイコン

の高性能化によって複雑な機能を実現できるように

なった等の理由から、ソフトウェアが担うのが一般的

となってきたのです。現在では機器の性能は組込みソ

フトウェアによって支えられており、組込みソフト

ウェアが製品の競争力を左右するにまでなっています

（図２）。

組込みソフトウェアの需要はその用途の広がりと共

に高まっており、経済産業省の推計（２００７年版組込み

ソフトウェア産業実態調査）によると、組込みソフト

ウェアを活用している製品の産業規模は約６２兆円と国

内総生産の約１２％を占め、その開発市場規模は日本国

内だけでも約３．２兆円（前年比＋１９．８％）、世界全体で

は約５．２兆円にまで達しており、今後も拡大し続けて

いくことが見込まれています（図３、４）。

産業調査
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� 組込みソフトウェア業界が抱える課題と対

応

しかし、そういった需要の高まりに伴い、近年様々

な問題も発生してきています。機器が高機能化し、製

品サイクルが短期化するということは、それだけ組込

みソフトウェアの開発量が増加するということを意味

しており（例えば、現在の最先端の携帯電話に搭載さ

れている組込みソフトウェアの規模は１０年前の１０倍以

上に膨らみ、しかもそれを数ヶ月単位で新たに開発し

続けないといけない状況になっています）、開発人員

（技術者）が慢性的な不足状態になっています（図５）。

また、組込みソフトウェアの不具合を原因とする各機

器の品質問題が頻発するようにもなってきています

（図６）。

これら課題に対し、開発技術者の育成や、開発方式

の見直し等、様々な取り組みが行われています。開発

技術者の育成に関しては、経済産業省等がＥＴＳＳ（組

込みスキル標準）の開発・普及等によって積極的な人

材育成を推進していますし、開発方式の見直しに関し

ても、従来の「製品毎に個別に組込みソフトウェアを

開発する方式」ではない新しい方式として、ＪＡＳＰＡＲ

や松下電器産業等による「組込みソフトウェア開発の

図４ 日本の組込みソフトウェア開発額の推移

（出所）経済産業省「２００７年版組込みソフトウェア産業実態調査」

図５ 日本の組込みソフトウェア技術者の推移

図６ 組込みソフトウェアが搭載された製品出荷後の
品質問題の原因

（出所）図５、６共に経済産業省「２００７年版組込みソフトウェア産業実態調査」より

図３ 世界の組込みソフトウェア市場規模の推移

（出所）RCWMirus 社資料

図７ 組込みソフトウェア業界の課題解決に向けた動きの事例

ＥＴＳＳ

（組込み

スキル標準）

●独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）によっ

て制定。

●組み込むソフトウェアの技術者に必要なスキル

を体系化したもの。スキルを明らかにすること

に加え、業界で求められる職種・専門分野など

を整理することで、質・量ともに不足している

組込みソフト技術者の育成を狙う。

ＪＡＳＰＡＲ

●自動車業界における組込みソフトウェア等の開

発標準化への取り組みを行う業界団体。トヨタ

自動車を始め、日産自動車、本田技研工業など

も幹事会社として参加。

●近年重要性が増している、組込みソフトウェア

の土台部分を「非競争領域」として共通化する

ことにより、その開発効率化を図ろうとしてい

る。

松下電器産業

●「ＵｎｉＰｈｉｅｒ」というデジタル家電向けの統

合プラットフォームを開発。

●ハードウェアだけでなく、ソフトウェアの開発

の効率化を目指しており、ユニフィエ導入に

よって、その開発効率は約５倍になると言われ

ている。

●今後は社内向けに活用するだけでなく、積極的

な外販も行なっていく方針。

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成
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縮小予定�
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わからない�
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ための共通プラットフォーム構築」という動きが起き

ています（図７）。

その他、現在の組込みソフトウェア開発は、それを

搭載する携帯電話や家電製品等の開発拠点がある東京

近辺で集中的に行われていますが、開発人員の確保と

いう観点から、比較的人材確保が容易な全国の他地域

や海外（特に中国、インド）へ開発拠点が広がりつつあ

ります。このような流れを受け、現在九州を始め東北、

中部、関西、四国等全国で組込みソフトウェア産業振

興へ向けた動きが活発化してきています。

� 九州組込みソフトウェア産業の現状

九州には現在約１，２００社のソフトウェア関連企業（組

込みソフトウェア関連業務に携わっているかどうかは

考慮しない全体として）が存在し、３万人ものソフト

ウェア技術者がいます。しかし、これまで九州の組込

みソフトウェア産業が活発なものであったかという

と、決してそうではありませんでした。

前述のとおり、現在の組込みソフトウェア開発は東

京でそのほとんどが担われており、九州は、大手の子

会社や地場企業を含めて、そのほとんどが「東京でキャ

パシティが足りずにできない部分を担う」という東京

の下請け的な存在であるため、これまで九州独自の市

場というのは存在していませんでした（九州全体の統

計も存在していません）。

九州には半導体産業（組込みソフトウェアを搭載す

る器）や自動車産業（組込みソフトウェアが活用されて

いる代表的な産業）の集積という、組込みソフトウェ

ア産業が発展する下地はあるのですが、両者ともあく

まで「生産」を中心とした拠点であり、組込みソフト

ウェア産業発展のために必要な「開発」拠点は少ない

のが現状です。

特に自動車産業ではその傾向が顕著だったのです

が、最近になってトヨタ自動車やダイハツ工業が九州

に開発拠点を設置する計画が発表され、トヨタ系の開

発会社（トヨタテクニカルデベロップメント、アイシ

ンコムクルーズ、デンソーテクノ）が九州に進出して

くる等、九州の組込みソフトウェア産業が活性化する

機会も生まれつつあります。

実際、九州経済産業局が九州の組込みソフトウェア

関連企業に対して行なったアンケート（九州地域組込

みソフトウェア関連産業実態プレ調査）によると、今

後九州において組込みソフトウェア産業が成長する、

と考えている企業は５割を超え、約７割の企業が自社

の業務を拡大する意向であるとの結果も出ています

産業調査

図８ 九州地域における組込みの成長性（直近３年程度）

（Ｎ＝９９）

図９ 今後の業務計画

（Ｎ＝９９）
（出所）図８、９共に九州経済産業局「九州地域組込みソフト

ウェア関連産業実態プレ調査」

図１０ 九州の組込みソフトウェア業界の実態分析

（出所）ＱＵＥＳＴ（会長：九州大学福田教授）作成資料を基にふくおかフィナンシャル
グループ作成
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図１１ 九州における組込みソフトウェア振興に関する主な動き

団体名 動き

九州経済産業局

『九州組込みシステム協議会』を２００７年１１月に設立（詳細は下記に記載）。また、組込みソフトと半導
体につながりをもたせるため、九州半導体イノベーション協議会内に組込みソフトウェアＷＧを設
置。

福岡県
組込みソフトウェア産業振興をシリコンシーベルト福岡プロジェクトの柱の一つと位置づけ、福岡県
先端システムＬＳＩ開発推進会議内に組込みソフトウェア委員会を設置。

熊本県
熊本県情報サービス産業振興戦略の下、熊本県情報サービス産業協会に組込みソフトウェア部会を設
立。

長崎県 佐世保情報産業プラザにて、西九州組込み技術コミュニティ（暫定名）を２００８年６月に設立。

福岡市 人材育成等を行なう、『組込みソフト開発応援団』を設立。

北九州市 組込みソフトウェアをＦＡＩＳのカーエレクトロニクスセンターでの取組みの柱として位置付け。

九州組込みシステム

協議会（ＥＳ‐ＫＹＵＳＨＵ）

「九州での組込みシステム関連産業を世界へ」ということを目指し、その実力をアピールし更なる発
展を図るため、九州全域及び産学官が一体となる組織として設立。会員数約２６４先（内企業が１９３社）。

九州組込みソフト

ウェアコンソーシアム

（ＱＵＥＳＴ）

福岡、北九州を中心とした産学共同の研究・開発活動を通じて九州での組込みソフトウェア開発技術
を向上させ、また地域の産業分野における競争力の強化を目指す研究会として、九州大学の福田教授
を中心に、２００６年４月に発足。会員企業約６０社、個人会員２２名。２００８年８月末にＮＰＯ法人化する予定。

九州組込みフォーラム

（Ｑ，ｓフォーラム）

ＱＵＥＳＴより、ビジネスに主眼を置いた団体。レガートデザインコーポレーションという共同受注会
社を設立し、販路の拡大を図っている。会員企業１３社。

九州組込み

パートナーズ

上記２団体を中心に、その他の民間団体（組込みシステム匠の会、組込みシステム技術協会九州支部）
を加え、それら団体が連携して活動を行なうための組織として設立。会長は九州大学の福田教授。会
員企業１２２社（上記４団体の会員数の合計）。

ＥＴロボコン

正式名称は「ＥＴ（Embedded Technology＝組込み技術の略）ソフトウェアデザインロボットコンテス
ト」。組込みソフトウェア分野における技術教育をテーマにした全国的な大会であり、前身の大会を
含めて今年で７回目の開催。最近の九州での活発な動きに伴い、今回初めて九州地区予選が行なわれ
る予定。

（出所）各種資料よりふくおかフィナンシャルグループ作成

（図８、９）。

ただし、そういった市場拡大の機会がある一方、人

材育成や技術力の強化、販路開拓における弱み（知名

度の低さ等）の克服等を行ない、地場組込みソフトウェ

ア関連企業の競争力を高めないと、将来的には海外へ

仕事が奪われてしまう懸念もあります（図１０）。

� 九州における最近の動き

九州の多くの企業や団体は上記のような危機感を有

しています。さらに、九州のリーディング産業である

自動車、半導体産業が継続的に発展するためにはその

頭脳である「開発」拠点への進化が不可欠であり、そ

の鍵を握っているのが組込みソフトウェアとも言われ

ています。

そういった背景もあって、「九州組込みシステム協

議会」が昨年１１月に設立されるなど、最近九州各地で

組込みソフトウェア産業界振興に向けた動きが活発化

してきているのです（図１１）。

九州における組込みソフトウェア産業は、ようやく

動き始めたばかりであり、今後どのような展開になっ

ていくかは不透明な部分もあります。しかし、組込み

ソフトウェアの重要性や可能性というのは今後も変わ

らないでしょうし、更に大きくなる可能性もありま

す。九州の産学官が一体となってその可能性を取り込

むことにより、今後九州に新たな産業、しかもこれま

でのような「生産」中心でなく、「頭脳」中心という

新たな発展の可能性を秘めた産業が成長してくるので

はないでしょうか。 （花谷 禎昭）
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図１ 全国と福岡、熊本、長崎３県の小売業販売額の推移
（１９９１年＝１００）

石油や小麦等の価格の上昇が続く中、サブプライムローン問題の発生から、米国景気の先行きが

不安視され、これまで続いていた我が国の景気回復にも黄色信号が灯っています。小売業は、これ

まで長期に亘って続いてきた景気回復の中でも、国内消費の低迷から厳しい状況が続いていますが、

ここでは４月に発表された商業統計（速報）に基づき、福岡、熊本、長崎県の小売業の変化について

見てみます。

●３県の小売業全体の販売額は比較的堅調に推

移

図１は、全国と３県の全小売業販売額の推移を９１年

を１００とする指数で見たものです。

全国は９４、９７年には１００を超えていましたが、０２年

に１００を下回り、以降、１００を切る水準が続いています。

一方、３県は、状況は異なっていますが、いずれも１００

を上回って推移しています。ただ、０２年からの３県の

状況は、福岡県は緩やかな回復傾向、熊本県はほぼ横

ばい、長崎県は低下傾向となっており、状況は異なっ

ていますが、全国と比べるといずれも高い水準にあり

ます。

一方、０７年の小売業の全体の事業所数（図２）は、全

国、３県とも９１年と比べ約３割減少しており、厳しい

状況となっています。

●伸びた業種と伸び悩んだ業種

図３は福岡、熊本、長崎３県合計の小売業販売額の

推移とその業種別の内訳について見たものです。

全体の販売額は、９７年までは増加しましたが、０２年

には低下し、０７年は横ばいとなっています。全体とし

てみると横ばいですが、業種別に見ると「飲食料品店」

と「その他の商品」「家電品等」が伸びた一方、「衣料

品店」「百貨店・総合スーパー」は減少しています。

また、伸びているものの中でも、途中で主役が代わっ

ています。

地域経済調査

図２ 全国、３県の小売業事業所数の推移
（９１年＝１００）
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図３ 福岡、熊本、長崎３県の小売業販売額の推移
（９１年＝１００・全体と内訳）

140

130

120

100

110

90

80

40

70

60

50

91 94 97 02 04 07

全国�
福岡�
熊本�
長崎�

図５ 大型店の店舗数
（９１年＝１００）

●伸び悩む大型店

百貨店や総合スーパーは、商業集積の中心や大型

ショッピングセンターの核となり集客の要となります

が、この大型店の売上が伸び悩んでいます。

この過程を見たのが図４で、全国と３県の大型店販

売額の推移を見ています。

福岡県を見ていくと、９４、９７年は９１年を上回ってい

ますが、０２年からは１００を下回ることとなり、以後、

低下が続いています。

福岡市で百貨店が増加した後となる９７年で３県を比

較すると、福岡県は１０５．６で、３県で最も低くなって

います。また、９４年からの増加も０．４で３県で最も低

くなっています。

福岡県では９５年から９７年に福岡市天神に「岩田屋Ｚ

サイド」、「博多大丸東館」「福岡三越」の３つの百貨

店が開館し、「第３次天神流通戦争」と呼ばれるほど、

一気に売場面積が拡大したことにより、百貨店の売上

額（百貨店協会資料による）も９１年の３，８８６億円から９７

年には４，５６２億円に１７．４％増加しました。しかし、大

型店全体の売上額は７，２９０億円から７，６９７億円と、５．６

％増加に止まり、３県の中ではもっとも低い水準に

なっています。この理由を図５の県別の大型店の店舗

数の推移から考察します。

福岡県の店舗数は９４年には増加していましたが、９７

年からは減少に転じています。この減少した要因は、

小売販売全体が伸び悩む中で店舗数が増加したことで

過当競争が強まり、店舗の閉鎖に繋がったためだと考

えられます。

一方、熊本県、長崎県においても９７年からは減少に

転じましたが、福岡県ほど急激に減少していません。

図４ 大型店の販売額
（９１年＝１００）
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図６ 大型店の平均床面積

店舗数が減少した９４年から０４年の間に大型店がどの

様に変わったか、一店舗あたりの平均床面積は、９４年

には７，６３２�だったのが０４年には１２，９５７�へと１．７倍に

拡大しています。小型の非効率な店舗を廃するととも

に、郊外に大型の店舗の新設が進みました。

なお、図５で福岡県を見ると、０７年は０４年を上回

り、平均床面積の増加も止っていることから、店舗の

削減が一段落したことがうかがえます。一方、熊本

県、長崎県は減少が継続しています。

●競争が激化する飲食料品店

図７は飲食料品店の業態別の販売額の推移を見たも

のです。

急増しているのは「コンビニ等」です。タバコ、

酒、商品券、税金・振込みと、取扱商品を増やすこと

によりコンビニエンスストアは０２年までは着実に増加

していました。しかし、０７年には伸び悩んでいます。

これは店舗数の増加が頭打ちになっているためで、コ

ンビニエンスストアも飽和状態になってきているよう

です。

一方、酒・肉・魚・八百屋などの「専門食品店」は、

コンビニエンスストアへと業態変更する店もあり、減

少が続いています。また、食品を専門に扱うスーパー

も９７年から伸び悩んでいます。これらの伸び悩みから

「飲食料品店」全体の販売額は伸び悩んでいます。一

方、この飲食料品の伸び悩みに呼応するように増加し

たのが「その他の商品店」です。

●伸びる新しい業態の商店

「その他の商品店」とは、金額的に小さい業態や新

しく誕生した業態の商店ですが、その中でどの業態が

伸びたかを見たのが図８です。

主に伸びているのは「医薬品等」ですが、その中で

も特に伸びたのは郊外に立地する薬局チェーンです。

薬局チェーンの取扱商品は医薬品だけでなく日用品、

食品も扱っており、コンビニエンスストアに近い営業

形態となっています。しかも廉価で販売していること

から、コンビニエンスストアを脅かす存在として急成

長しています。一方、こういった業態の急成長を受け、

コンビニエンスストアでも対抗上、値引き販売が広が

るとともに大型化が進展しています。ただし、０２年か

ら０７年では、３県の売上の伸びに濃淡が出ており、長

崎県では成長が続きましたが、福岡県、熊本県では増

加が一服しています。

なお、「ガソリン等」の伸びは価格上昇によるもの

で、店舗数は競争激化を受けて減少しています。

また、新しい業態であるため、分類されていないも

地域経済調査

図７ 飲食品店販売
（９１年＝１００）
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のの中にも売上を伸ばしているものがあります。９７年

からはＤＩＹショップ（Ｄｏｉｔｙｏｕｒｓｅｌｆ・日曜大

工や住宅修理などを自分でやるための道具や部材を売

る店）が売上を伸ばし、０７年にはＢＯＯＫ・ＯＦＦなど

の中古品取扱店が伸びました。

●通信販売も増加

「家電品等」も販売を伸ばしています。図９は３県

の家電品等販売額の推移を見たものです。

福岡県では９７年に増加しましたが、その後は減少傾

向が続き、０７年になってようやく増加に転じました。

９７年はウィンドウズ９５の発売などに伴うパソコン人

気で売上が増加したものですが、天神に百貨店の開店

が相次いで九州全体からの集客が進んだこともあり、

九州における福岡県のシェアも９４年の４３．７％が９７年に

は４６．３％へと拡大しています。この後、９９年、０２年、

０３年には福岡市内に中央資本の大型家電量販店の進出

が相次ぎましたが、福岡県の販売額は減少していま

す。九州他県にも郊外型量販店が進出し、福岡県への

集客はむしろ低下したようです。一方、長崎県では販

売額が増加していますが、これは長崎県佐世保市に主

に家電品を扱う通信販売大手（�ジャパネットたかた）

が立地しているためで、長崎県の販売額は９７年の６６３

億円が、０７年には１，７５６億円へと２．６倍に拡大していま

す。この企業ではテレビで商品の説明をするととも

に、安価なセット販売をすることで全国各地からの注

文を集め、急成長しています。

なお、�日本通信販売協会によると、０６年度の通信

販売業界全体の売上高は３兆６，８００億円で、小売業全

体の販売額の２．７％を占めるまでに拡大しています。

図８ その他の商品店
（９１年＝１００） 図９ 家電品等販売額

図１０ 小売業全体と通信販売の販売額
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図１１ 衣料品店販売
（９１年＝１００）

しかも、前年比１０％前後の高い伸びが続いており（図

１０）、割合はさらに高まる見込みです。特に最近拡大

しているインターネットを使った販売では、全国各地

から注文を集めることができるため、大量発注で単価

を下げたり、「ロングテール」と呼ばれる取扱件数が

少ない商品をも、十分な量の受注を集める事で採算に

乗る商品にするなどして、取扱商品の幅を広げていま

す。通信販売で販売された商品の構成は、衣料品２５％、

家庭用品、文具１５％、雑貨、食品１３％となっています

（０８年４月）。仮にこの割合で計算すると、０７年の衣料

品店販売のほぼ１割は通信販売だったこととなり、無

視できない存在となっています。

●衣料品販売低迷の背景

図１１は３県の衣料品店の販売状況を見たもので

す。

０７年の販売額は９１年に比べ３割以上落ち込んでいま

す。品目別では、「呉服等」が最も大きな落ち込みと

なり、次いで「婦人服」「男子服」となっています。

呉服は生活スタイルの変化で減少しましたが、婦人

服、男子服等では、注文服から既製服への需要の変化

も販売額の減少に結びついたと思われます。

「婦人服・男子服店」の事業所数は９１年から０７年の

間に１，１０５事業所、１２％減少していますが、従業者数

はほぼ３万人で横ばい、売り場面積は７２万�から１００

万�へと３８％増加しています。また、一事業所あたり

の平均従業者数は徐々に増加しています。

このことから、小規模な店舗が減少する一方、既製

服を販売する大型店が増加したと思われます。大型店

では中国などで縫製することにより廉価販売を行って

います。また、アウトレットと称したブランド品やメー

カー品の「半端もの」「訳あり品」「棚ずれ品」の値引

き販売も一般化したことから、衣料品の販売額が低下

したと思われます。また、衣料品においては通信販売

が大きな割合を占めていますが、衣料品を中心に扱う

通信販売業者が地元にないことも衣料品の販売額を減

少させる要因になっていると思われます。

●変化が続く販売の現場

スーパーは、酒や牛乳、お菓子、日用品など、個々

の商店で販売されていた商品を集約することで発展し

ました。コンビニエンスストアはスーパーの利便性に

加え、２４時間開いているという利便性の追加で成長し

ました。現在は通信販売が、媒体をカタログからテレ

ビ、そしてインターネットへと広げるとともに、取扱

商品も家電品から衣料品、食料品、中古品からオーク

ションまで、際限なく拡大するとともに、在庫を持た

ないという身軽さも合わせて伸びているなど、現物販

売と通信販売の間でも競争が激しくなってきていま

す。このような中、現物販売では（商業統計では区分

がありませんが）１００円ショップや激安八百屋のような

様々なディスカウンターが現れるなど、新しい動きが

出てきています。今後、さらにどの様な新しい形態の

店舗が現れてくるのか、楽しみです。

（中村 和臣）

地域経済調査
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長崎県内企業の景況感 ～２００８年１～３月期～

＊特に断りのない限り、１０～１２月期は２００７年。１～３月期及び４～６月期、７～９月期は２００８
年とします。

業況判断

長崎県内企業の景況感、やや悪化。
製造業のマイナス幅が拡大。

２００８年１～３月期における長崎県内企業の景況感をみると、

非製造業で僅かに改善する中、製造業でマイナス幅が大きく拡

大したため、全産業ベースでは０７年１０～１２月期と比較してやや

悪化した。

また、０８年４～６月期以降は、非製造業のマイナス幅がさら

に拡大するなど、製造・非製造業ともに低調に推移する見込み

であり、当面は、盛り上がりを欠いた、厳しい状態が続くもの

と判断される。

１．長崎県内企業の景況感

長崎県内企業の景況感を、ＢＳＩ（ビジネス・サー

ベイ・インデックス）の業況ＢＳＩを基にみると、全

産業ベースで１～３月期実績▲２１（１０～１２月期実績比

▲２）と、前回実績と比べて、やや悪化しました。

製造業と非製造業とに分けてみると、製造業は１～

３月期▲２４（同▲１２）と、マイナス幅が大きく拡大しま

した。製造業を業種別にみると、鉄鋼・非鉄や輸送用

機械では好調さを維持したものの、電気機械で大幅に

悪化しマイナスへ転じた他、土石や食料品などでマイ

ナス幅が拡大し全体を押し下げたため、製造業全体の

景況感は悪化しました。

一方、非製造業は１～３月期▲２０（同＋３）と、１０～

１２月期と比べて僅かながらマイナス幅が縮小していま

す。非製造業を業種別にみると、漁業のプラス幅が縮

小したものの、不動産業や卸売業、小売業などでマイ

ナス幅が縮小したため、非製造業全体の景況感は改善

しました。

先行きの景況感については、製造業で１～３月期以

降▲２４→▲２４→▲２４、非製造業で同▲２０→▲３２→▲３０

と、特に非製造業で大幅な悪化を見込んでおり、全産

業ベースでは同▲２１→▲２９→▲２８と、１～３月期と比

べてマイナス幅が拡大する見込みです。

このように、１～３月期における県内企業の景況感

は、非製造業で僅かに改善する中、電気機械や土石な

どを中心とした製造業でマイナス幅が大きく拡大した

ため、全産業ベースでは１０～１２月期と比較してやや悪

化しました。４～６月期以降は、非製造業のマイナス

幅がさらに拡大するなど、製造・非製造業ともに低調

に推移する見込みであり、盛り上がりを欠いた、厳し

い状態が続くものと判断されます。

２００８年１月下旬、長崎県内企業の

業況を把握するために企業動向調

査（ＢＳＩ）を実施しましたので、

その結果の概要を報告します。

（ＢＳＩ実施要領）

●調査目的 長崎県内企業の業況

把握

●調査対象 長崎県内企業６５３社

うち回答企業３７１社（５６．８％）

●ＢＳＩとは、ビジネス・サーベ

イ・インデックス（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ

ＳｕｒｖｅｙＩｎｄｅｘ）の略で、業

況判断指数の意味。

●前年同期と比較して業況が「良

い」と答えた企業の割合から「悪

い」と答えた企業の割合を差し

引いた指数。ＢＳＩのプラスは

業況の好転、マイナスは悪化と

みることができる。
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２．業種別にみた業況ＢＳＩの特徴

＜製造業＞

製造業の主な業種をみると、輸送用機械は、１～３

月期２１（同▲１２）とプラス幅が縮小したものの、業況が

悪いとする企業はなく、好調さを維持していると判断

されます。４～６月期以降も２１→２１と、引き続き堅調

に推移する見込みです。鉄鋼・非鉄は、売上の増加な

どにより、１～３月期５０（同＋３９）と大きく改善しまし

た。しかし、４～６月期以降は▲２０→▲２０と、原材料

費の高騰等により採算が悪化しマイナスへ転じる見込

みです。電気機械は、売上減少などに伴う採算の悪化

により、１～３月期▲２５（同▲１０５）と大幅に悪化し、

マイナスへ転じました。４～６月期以降は２５→±０

と、一進一退で推移する見込みです。食料品は、受注

の減少などにより、１～３月期▲２７（同▲１１）と、マイ

ナス幅が拡大しました。４～６月期以降も▲１８→▲１８

と、低調に推移する見込みです。

＜非製造業＞

非製造業の主な業種をみると、建設業は、受注状況

の低迷や工事単価の下落などにより、１～３月期▲２１

（同▲１）と、依然として厳しい状態が続いています。

４～６月期以降も▲４１→▲４８と、一層厳しさが増す見

込みです。ホテル・旅館業は、単価下落による採算及

び資金繰りの悪化などにより、１～３月期▲８（同▲

１）となっています。４～６月期以降は▲８→±０

と、夏場には前年比同水準に回復する見込みです。不

動産業は、１～３月期実績±０（同＋４４）と、大幅に改

善しました。４～６月期以降も１３→１３と、堅調に推移

する見込みです。小売業は、１～３月期▲３９（同＋９）

と、幾分マイナス幅が縮小したものの水準自体は低

く、厳しい状態に変わりありません。また、４～６月

期以降も▲４０→▲３５と、低調に推移する見込みであ

り、今後も厳しさが続くものと思われます。

地域経済調査

図１ 業況ＢＳＩの推移

図２ 業種別業況ＢＳＩの状況
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長崎県内企業の賞与支給の動向～０８年夏期は前年同期比減少予想～

企業動向調査アンケートの付属調査として賞与支給アンケート調査を実施しました。その調査結

果は以下の通りです。

賞与支給状況：支給割合は減少傾向ながら、製

造・非製造業の業種間に格差

２００８年夏期の賞与支給（予定）をみると（表１）、全産

業ベースで「支給する」が７６．２％と、０７年夏期（実績）

比３．８ポイント（以下Ｐと表記）低下しています。業種

別にみると、「支給する」の割合は、製造業が８０．３％（同

３．７Ｐ低下）、非製造業が７４．２％（同３．８Ｐ低下）と、製

造・非製造業ともに減少傾向ながら、両業種間には賞

与の支給状況に格差があります。

賞与支給額：月給の１カ月以上２カ月未満が最多

０８年夏期の賞与支給額（予定）をみると（表１）、月給

の「１カ月分以上２カ月分未満」が全産業で５７．６％と

最も多くなっています。業種別にみると、製造業では

「２カ月分以上３カ月分未満」が１７．６％と、０７年夏期

比２．４Ｐ低下しており、特に食料品や電気機械などが

大きく低下しています。一方、非製造業は「１カ月分

未満」が１９．１％と同４．５Ｐ低下し、「１カ月分以上２カ

月分未満」が同４．６Ｐ上昇しています。

賞与水準：製造・非製造業ともに減少傾向

全産業の賞与水準の状況をみると（図１）、０８年夏期

は「増加」が０７年夏期比３．４Ｐ低下し、「減少」が同３．５

Ｐ上昇しています。０８年冬期と０７年冬期との比較でも

同様の動きを示しており、ここ２年間の賞与水準は減

少傾向にあることがわかります。業種別にみると（図

２、３）、製造・非製造業ともに減少傾向の動きは変

わりませんが、特に製造業では、０８年冬期の賞与水準

を「減少」とする割合が１９．２％と、０７年冬期比大幅に

増加しており、先行きの業況悪化懸念から、賞与支給

についても厳しい見解を示していることが窺えます。

表１ 賞与支給の状況・計画

２００７年夏期（実績） ２００８年夏期（予定） ２００７年冬期（実績） ２００８年冬期（計画）
全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

支
給
の
有
無

支給する
２９２ １００ １９２ ２７５ ９４ １８１ ２９７ １００ １９７ ２８０ ９６ １８４

８０．０％ ８４．０％ ７８．０％ ７６．２％ ８０．３％ ７４．２％ ８１．６％ ８４．０％ ８０．４％ ７８．２％ ８２．１％ ７６．３％
月給支給額の１カ月分
未満

５５ １８ ３７ ４３ １７ ２６ ５４ １７ ３７ ３８ １４ ２４
２３．２％ ２２．５％ ２３．６％ ２０．５％ ２３．０％ １９．１％ ２２．３％ ２１．０％ ２３．０％ １７．８％ １８．７％ １７．４％

月給支給額の１カ月分
以上２カ月分未満

１２８ ４４ ８４ １２１ ４２ ７９ １２６ ４５ ８１ １２０ ４４ ７６
５４．０％ ５５．０％ ５３．５％ ５７．６％ ５６．８％ ５８．１％ ５２．１％ ５５．６％ ５０．３％ ５６．３％ ５８．７％ ５５．１％

月給支給額の２カ月分
以上３カ月分未満

４８ １６ ３２ ４０ １３ ２７ ５４ １７ ３７ ４５ １４ ３１
２０．３％ ２０．０％ ２０．４％ １９．０％ １７．６％ １９．９％ ２２．３％ ２１．０％ ２３．０％ ２１．１％ １８．７％ ２２．５％

月給支給額の３カ月分
以上

６ ２ ４ ６ ２ ４ ８ ２ ６ １０ ３ ７
２．５％ ２．５％ ２．５％ ２．９％ ２．７％ ２．９％ ３．３％ ２．５％ ３．７％ ４．７％ ４．０％ ５．１％

支給しない
７３ １９ ５４ ８６ ２３ ６３ ６７ １９ ４８ ７８ ２１ ５７

２０．０％ １６．０％ ２２．０％ ２３．８％ １９．７％ ２５．８％ １８．４％ １６．０％ １９．６％ ２１．８％ １７．９％ ２３．７％
※賞与支給額の割合は、支給額について「無回答」だった先を除いたものであり、その合計は「支給する」の割合とは一致しない。

図１ 賞与支給の水準（全産業）

図２ 賞与支給の水準（製造業）

図３ 賞与支給の水準（非製造業）

（上段：社、下段：％）
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新入社員の就職観～新入社員の意識調査�
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図３ 県内に就職した理由（県別）

先月号では就職の状況についてみていきましたが、今回は、就職観についてです。

●いつまで勤めるか

図１は「いつまで勤めるか」です。

「当分の間」が６３．６％で最も多く、次いで定年まで

が２４．２％、「転職を希望」は８．１％、「条件が整い次第

独立」は４．０％となっています。

県別ではあまり違いはありません。長崎県で「当分

の間」が高い一方、福岡県では「定年まで」が他の県

より高くなっています。最終学歴別では、「専門学校・

短大卒」で「当分の間」「条件が整えば独立」が他の

学歴の人と比べて高くなっている一方、「定年まで」

が低くなっており、独立志向が強いことを窺わせま

す。

図２は、男女別に見たものです。

「当分の間」が女性で多い一方、「定年まで」が男性

で多くなっており、男女で職業に対する意識が異なっ

ています。「転職を希望」は女性の方が高く、「準備が

整えば独立」は男性の方が高くなっています。

●県内に就職した理由

図３は「県内へ就職した理由」です。

最も多かったのは「地元への愛着」で３５．３％、次い

で「生活が楽」、「希望の会社が県内にあった」の順と

なり、いずれも２０％を超えています。一方「親が（県

外就職を）許さなかった」、「都会に魅力を感じない」

「県外希望だった」はいずれも５％未満と低くなって

います。

県別に見ると、福岡、長崎県では「地元への愛着」

が最も高くなっていますが、熊本県では「生活が楽」

が最も高くなっています。第３位はいずれの県も「希

望の会社が県内にあった」でしたが、その割合は福岡

県で高い一方、熊本県では低くなっています。

図４は男女別に見たものです。

男性では「地元への愛着」、「生活が楽」の順となっ

ていますが、女性では「地元への愛着」と「生活が楽」

は同率で、女性の方が生活を重視しているようです。

なお、割合は高くはありませんが、「親が（県外就職

を）許さなかった」が女性で高くなっています。女性

の場合は親の意向で県外での就職ができなかったこと

もあったようです。

地域経済調査
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図５ 今の会社を選んだ理由（県別）
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図７ 今の会社を選んだ理由（男女別）
●会社選択の理由

図５は今の会社を選んだ理由について聞いたもので

す。

最も多かったのは「技術・知識の習得ができる」、

次いで「能力が活かせる」で、業務に関するものが高

くなっています。一方、「家族・先生・知人の勧め」

や「地元だから」という業務以外の要因はその後となっ

ています。

県別の違いは余りありませんが、長崎県で「地元」、

福岡県で「会社の将来性」、熊本県で「通勤が便利」

が他の県と比べて高くなっています。

図６は最終学歴別に見たものです。

学歴別では３位以内に入っているものの、全体では

１、２位となっていなかったものは、「大学院卒」で

は「地元」、「大卒」では「会社の将来性」、「専門学校・

短大卒」では「通勤が便利」、「高卒」では「先生等の

勧め」とそれぞれ重視した項目が違っています。

図７は男女別に見たものです。

「技術・知識の習得」「能力が活かせる」は男女とも

に１、２位となっていますが、３位は、男性では「会

社の将来性」で、全体とは異なっています。なお、女

性は男性と比べ「先生等の勧め」「通勤が便利」「地

元」の割合が高くなっています。

昨年の就職環境は近年と比べ格段に改善していると

いわれていましたが、新入社員の意識は依然として慎

重かつ堅実なものだったようです。

（中村 和臣）
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リース会計基準の改正と企業会計・税務への影響

リース取引の会計処理について、我が国では従来か

ら「賃貸借処理」を行っており、原則「売買処理」と

する国際会計基準との不整合が長らく議論されてきま

した。

今般、主に国内上場企業に対する海外投資家からの

投資促進を背景として、国際会計基準との整合性を早

急に整備する声が高まり、２００８年４月１日に新しい

リース会計基準と税制が施行されることになりまし

た。

新しい制度について、税理士法人野田税務会計事務
の だ たけふみ

所の野田武史所長に伺いました。

２００８年４月１日スタート

Q：まず、新しい会計基準と税制の適用開始日と適用
範囲についてお聞かせいただけますか。

A：税務上は２００８年４月１日以降に使用開始したリー
ス物件に対し適用されます（適用日以降新規分の

み、物件毎に適用）。

一方、会計上は同４月１日以降、契約が継続して

いる全てのリース物件（既存・新規両方）に対し、新

しい会計基準が適用されます。

所有権移転外ファイナンスリースが対象

Q：改正の対象となるリース取引とはどういう契約を
いうのでしょうか

A：リース取引には数種類ありますが、企業において
一般に利用されているリース取引は、正確には「所

有権移転外ファイナンスリース」と呼ばれるもの

で、リース契約のほぼ９５％はこれに当たります。

リース契約では通常リース物件の所有権は貸し手

であるリース会社が留保します。これを所有権移転

外（所有権が借り手に移転しない）リースといいま

す。

ファイナンスリースとは、�中途解約が原則不可
�フルペイアウト（リース期間中にユーザーが支払
うリース料に、リース物件の取得価額及び諸費用の

ほぼ全額が含まれていること）の二つを条件とする

リース契約で、基本的には金融取引（借入）というこ

とになります。

中小企業の経営者の中には、リース＝レンタルと

勘違いしている方がいらっしゃいますが、ファイナ

ンスリースは実質的には借入ですから、当然、何ら

かの理由により中途解約する場合は、残債務を全額

支払わなければなりません。

中小企業にはほとんど関係ない

Q：今回の改正はどのような企業に影響を与えるので
しょうか。

A：まず、企業会計ルールの種類と適用される企業の
範囲について整理しておきたいと思います。

企業会計のルールには、上場企業や大会社（資本

金５億円以上、または総負債２００億円以上）が対象と

なる「企業会計基準」と、その他の中小企業を対象

とする「中小企業会計指針」の二種類があります。

今回改正となる会計基準は上場企業や大会社が適

用を受ける「企業会計基準」の方で、中小企業会計

指針にはなんら変更はありません。結論として、今

回のリース会計基準の改正において大きな影響を受

けるのは、主に上場企業や大会社で、中小企業はほ

とんど影響がないということになります。

売買処理（資産・負債に両建て計上）へ

Q：それでは、今回の改正の骨子についてお聞かせく
ださい。

A：従来、リース取引は会計上賃貸借処理され、資産
負債はバランスシートに計上せず、損益上、リース

料は経費として元利金とも損金処理されていまし

た。

税理士法人
野田税務会計事務所

所長 ：野田 武史（税理士、医業経営コ
ンサルタント）。著書『医業経
営ハンドブック』ぎょうせい刊
（共著）

税理士：代表社員税理士５名
税理士１名

職員数：１５名
沿革 ：昭和２８年

野田公認会計事務所開設
（所長 野田 武彦）
昭和５１年
野田税務会計事務所開設
（所長 野田 武輝）
平成１４年
税理士法人野田税務会計事務所設立
（所長 野田 武史）

住所 ：福岡市南区平和２丁目７番２７号
ＴＥＬ：０９２－５２１－７９３１
ＦＡＸ：０９２－５２４－７５６７

経営情報

24 FFG調査月報 2008年7月



◆基本的計上�

◆計上額の算出方法�

◆リース資産の減価償却の方法�
・リース期間を耐用年数の基本とする�
・残存簿価はゼロ�
・償却方法は企業の実態に応じたものを選択�
・通常の自己所有資産の減価償却方法との相違は容認�

①リース料総額の現在価値� ②貸手の購入額等（不明）�
　な場合は借手の見積�

どちらか低い方の金額を採用する�

借方�
リース資産�

貸方�
リース債務�

図１ リース会計基準改正の要点

（資料提供）ＧＥフィナンシャルサービス�

今回の改正で、この賃貸借処理は原則として廃止

され、リース取引に伴う資産・負債はバランスシー

ト上に両建てで計上されます。リース資産は、形の

あるものを有形固定資産に、形の無いもの（ソフト

ウェアなど）は無形固定資産に計上し、一方、負債

側は固定負債（１年以内に償還する部分は流動負債）

に「リース債務」として計上します。

また、損益上ではリース料は元金と利息部分に分

類され、利息のみ経費処理が認められ、元金部分は

リース期間を耐用期間とする減価償却の対象となり

ます。ただし、減価償却は会計と税務で処理方法が

異なるので注意が必要です。会計上は通常の減価償

却（定率法）が認められますが、税務上では「リース

期間定額法」のみとされていますので、申告調整が

必要となります。

小額・短期リースは賃貸借処理可

Q：今回の改正には例外処理が認められていると聞き
ましたが。

A：企業にとって重要性の乏しいリース契約で、１件
当たりリース総額３百万円以下のものには従来どお

りの賃貸借処理が認められています。また、リース

期間１年未満の契約（再リースなど）も同様です。

大企業は大変！中小企業は今までどおり

Q：企業会計の経理実務にはどのような影響があるの
でしょうか。

A：上場企業、大会社は大変ですね。税務申告が恐ろ
しく煩雑になります。企業規模から見て保有する

リース資産は膨大な数に上ると思われますので、申

告調整で申告書の「別表四」は真っ黒になるでしょ

う。専任の担当者が必要になると思われます。

一方、中小企業の場合は、従来の賃貸借処理が原

則ですので、実務上は、ほとんど影響ありません。

損益上も「リース料として損金経理した金額は、減

価償却費として損金経理した金額に含まれるものと

する」とされていますので、この点でも従来の経理

処理を変える必要はありません。

ただし、消費税の処理については中小企業も含め

て例外なく経理処理が変わるので注意が必要です。

従来、リース取引の経理処理では、毎月のリース料

支払い時に消費税を按分して課税仕入れとして認識

していましたが、４月１日以降は、消費税法上、リー

ス資産の取得時に課税資産の「譲渡」が行われたと

認識し、課税仕入れを全額計上する処理になりま

す。実務上は、これまでと比較すると、初年度は支

払う消費税（総額）が減り、次年度以降は増えること

になります。

経営指標は大きく影響を受ける

Q：その他の影響についてはどうでしょうか。
A：リース資産・負債がバランスシートに計上される
ことにより、固定資産、総資産が膨らみますので、

総資本回転率や総資本利益率（ＲＯＡ）、自己資本比

率、固定比率などの経営指標が悪化するという影響

があります。

会計上は正しいが、税務との不一致は問題

Q：今回の改正の評価をお願いします。
A：基本的に、簿外の資産・負債が無くなるというこ
とは会計原則の総額主義にも合致し、会計上は「正

しい」と評価しています。

ただし、ここでも会計と税務の乖離が発生するこ

とは、実務上問題です。

ファイナンスリースは今後も便利なツール

Q：今回の改正によってファイナンスリースの利用が
減るのでしょうか。

A：中小企業の需要は変わらないと見ています。リー
ス取引は、設備投資時の極めて重要な資金調達手段

です。銀行取引以外の信用枠の確保、わかりやすい

経理処理、固定資産税支払いや保険手続きが不要な

こと、などメリットは依然大きいのではないでしょ

うか。

ありがとうございました。 （前島 顕吾）
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h e a r i n g . 0 1

私の経営理念は「お客様に喜ばれる経
営」を実践し「人類の発展に貢献する企
業の経営」です。
当社の事業は、オーダーメードの特殊
車両の製造です。一台一台、百社百様の
顧客ニーズにとことんこだわりチャレン
ジすることが矢野スピリットです。お客
様への安易な「ＮＯ」は厳禁です。常に
限界への挑戦を行い、お客様に真にご満
足いただける最適仕様の製品を提供する
ことこそ「モノづくり企業」の原点であ
ると考えています。
そして、当社を取り巻く、お客様、仕
入取引先、地域社会など様々なステーク
ホルダーに対し、常に法令順守、正々堂々

とフェアプレーに徹し、人類の発展に寄
与することを経営の基本としておりま
す。

ひとづく

私は基本理念の実践のために「人創
り」に最も注力しています。人を育てて
こそ企業の価値は高まり、育成した人財
のチームワーク＝掛け算によって、企業
の力は無限大に拡大していきます。設
計・開発、製造現場、営業、それぞれの
部門のスタッフに、常に「外の世界」を
知る機会を与え、自己改革への協力を惜
しみません。
製品、人、双方における“ＱＵＡＬＩＴＹ
ＩＳ ＯＵＲ ＭＩＳＳＩＯＮ”（品質第一）
が当社のモットーです。

当社は、１９９８年より冷凍車、タンク
ローリー、車両運搬車など製品種類毎の
事業部制を導入し、設計から製造・販売
までを一気通貫に行い、顧客のオーダー
にクイックレスポンスで応えられる体制
をとっております。
２００３年には滋賀県に製造拠点を置く
アルナバン㈱の事業譲渡を受け、東日本
地区にも営業地盤を拡大しました。これ
により、日本自動車車体工業会の集計
（２００７年度実績）では、全国の大型冷凍
車の３５％、冷凍ウィング車では２１％の
生産台数を確保しております。
一方で、全国で二社しかない車両運搬
車製造や、製造台数の少ない航空機給油

車など、高い安全性と機能性を必須条件
とされる特殊車両分野において、顧客
ニーズに密着したきめ細かな開発・製造
により、少量多品種（６０種類）生産とい
う他社には真似の出来ない強みを持って
います。
最近では２４ｋｌの短尺タンクローリー
を開発し、従来（１６ｋｌ車、２０ｋｌ車）よ
り多量の油を、小回りの利く短い車体で
運ぶことを実現。石油業界の効率的な配
送に貢献しました。
高度化する物流に応える製品造りのた
め、今後とも矢野にしか出来ない独自の
価値創造に努めてまいります。

推薦者コメント�

山川 福岡銀行
本店営業部長コメント

大正１１年の創業以来、一
貫してお客様のニーズを最優
先に追い求めながら、独創的
な製品作りを続けてこられま
した。「矢野スピリット」は、
現在に至るまで脈々と受け継
がれています。
今後益々ご活躍の場を広
げ、社会の発展に貢献される
ものと確信しています。

代表取締役社長

矢野 彰一氏

私の経営理念

株式会社 矢野特殊自動車
事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 矢野特殊自動車

所 在 地／福岡県粕屋郡新宮町上府１５４０‐３

事業内容／特装車の設計・製造・販売

設 立／１９５３年

資 本 金／４，９００万円

従業員数／５００名（グループ）

年 商／１０１億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐９６３‐２０００

Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐９６３‐１０８１

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.yano-body.co.jp

当社のセールスポイント

航空機給油車
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私の経営理念は「全てにおいて美味し
いホテル作り」です。当ホテルが看板と
し、お客様から広くご愛顧いただいてい
る料飲部門はもとより、サービス全てに
おいて、常に「さらに美味しいホテル」
を目指しております。
ホテル業に限らずサービス業は「お客
様へのサービスが全ての基本」です。こ
の当たり前のことに徹し、玄関に入った
ときから美味しい、建物全部が美味しさ
で売っている、そんなホテルでありたい
と考えております。
そのためには、何も東京の一流ホテル
のやり方を真似る必要は無い。田舎のホ
テルならではのおもてなしの心で、誰よ

りも地元熊本のお客様に愛されるホテル
であることを最も大切にしております。
また、当ホテルでは、使用する食材の
仕入先、職員の採用、全てにおいて地元
のお取引・ご縁を優先させています。お
酒や焼酎は熊本産しか置きません。「地
産地消」という言葉がありますが、観光
都市熊本をアピールするためには、県産
品を率先してＰＲしていくことが、地元
ホテルの重要なミッションです。
今後とも、４７年の歴史と伝統を誇り
としながら、地元密着の魅力あるホテル
作りに努めて参ります。

当ホテルのセールスポイントは、まず
「美味しい料理」です。
私自身が料理人です。職人は、口で語
るより「モノづくり」で語るものです。

とう

当ホテルのレストランは、四川料理「桃
か げん

花源」をはじめとし、地元のお客様の厚
いご支持を頂戴しております。おかげさ
まで、売上の８６．５％は料飲部門があげ
ており、他のホテルにはない強みである
と自負しております。
当ホテルの調理場には日本全国から入
門希望者が後を絶ちません。私自身も四
川料理のシェフとして、たくさんの弟子
を育て、その弟子たちの独り立ちを支援
してきました。熊本市内には孫弟子まで

含めると２０店舗ほどの四川料理店があ
りますが、この数は人口対比では日本一
の規模にあります。
そして、これらの弟子たちが、今では
桃花源の良きライヴァルなのです。お互
い切磋琢磨して、競い合って美味しい四
川料理をお客様にご提供する。そんな風
土を地元熊本に築くことが出来たこと
は、何よりの喜びです。
１８歳で料理の世界に入り、３３歳で当
ホテルの中華料理長に就任してから３３
年が過ぎました。これからも、料理人の
心意気、職人の魂を忘れずに、日本一の
四川料理でお客様をお迎えしてまいりま
す。

推薦者コメント�

野村 熊本ファミリー銀行
花畑支店長コメント

当ホテルは、熊本城を背景
に、歴史と品格のある佇まい
を具えた熊本を代表するホテ
ルです。独自の工夫と理念で
県民に深く密着・支持されて
おります。当ホテルのサービ
ス、おもてなしの心、食を通
して、必ずやお客様にご満足
頂けるものと推薦致します。

株式会社 熊本ホテルキャッスル
事｜業｜概｜要

会 社 名／株式会社 熊本ホテルキャッスル

所 在 地／熊本市城東町４番２号

事業内容／ホテル業

設 立／１９６０年

資 本 金／９億６，０００万円

従業員数／２５０名

年 商／４１億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９６‐３２６‐３３１１

Ｆ Ａ Ｘ／０９６‐３２６‐３３２４

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.hotel‐castle.co.jp
代表取締役社長

斉藤 隆士氏

私の経営理念

当社のセールスポイント
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当社には、「航空技術者としての誇り
を持ち、技術を駆使して社会へ貢献す
る」という創業以来の経営理念がありま
す。これは、「安心」と「信頼」を基本
理念とするＡＮＡ（全日本空輸）グループ
の一員として、航空機の脚（ランディン
グ・ギア、離着陸装置）の整備を通じて、
社会に貢献することを強く意識したもの
です。
当社が取り扱う脚は航空機を支える重
要な装備品ですが、高品質の製品を提供
することによりお客様に「安心」をお届
けすることが私たちの務めであり、至上
命題でもあります。
そのため、私は創業以来の理念を継承

しつつ、「お客様に安心を提供し、その
上で会社が長期的に発展・成長しながら
存続し続ける」ことを旨とし、経営に臨
んでいます。また、ＡＮＡグループには
「安心、あったか、明るく元気」という
言葉があり、明るく元気な社風の中で徹
底したルールの遵守と整備技術の向上に
努め、顧客へ適正コストで迅速、かつ高
品質の製品を提供し、さらにあたたかい
サービスの提供にも努めています。
今後も、お客様の離発着というフライ
トの最重要局面で活躍する装備品を取り
扱うことに誇りを持って、社員一同日々
精進したいと思っています。

当社は大型旅客機から小型機までの航
空機のランディング・ギアのオーバー
ホール（修理・整備）および航空機装備品
整備を専門とするエアライン系整備会社
であり、世界トップレベルと言われる質
の高い製品を、低コストかつ短納期で提
供しています。
製品の品質については、顧客満足の向
上と合わせた組織的な取り組みにより、
２００１年にＩＳＯ９００１：２０００年版の認証
を受けました。また、日本やアメリカ、
ヨーロッパの旅客機等の修理改造が自社
内でできる認定事業場資格を取得しまし
た。これにより整備だけでなく、自社内
で整備後の検査もできるようになりまし

た。その他、ランディング・ギア以外に
も、航空機装備品やエンジン部品の整備
修理など幅広く手掛け、海外の航空会社
からの受注も拡大しています。
また当社の工場では、世界でも数少な
い、約３０工程にも及ぶオーバーホール
を実施できる一貫生産体制を構築してい
ます。さらに、数千点に及ぶ部品や多様
な作業工程をコンピュータで一括管理
し、最適な工程計画の策定と作業の進捗
管理を行い、製品の短納期・低コスト化
を実現しています。
今後も安全性の高い製品の提供のため
に邁進したいと考えます。

推薦者コメント�

山下 親和銀行
諫早中核団地支店長コメント

諫早中核工業団地振興会の
副会長として、地域産業振興
にも積極的に貢献されている
石井社長。
「安全・安心」への社会的
ニーズを適確に捉え応え続け
ていくために、日々弛みない
研鑚を積まれており、今後
益々発展されるものと確信い
たします。

ＡＮＡ長崎エンジニアリング 株式会社

事｜業｜概｜要

会 社 名／ＡＮＡ長崎エンジニアリング株式会社

所 在 地／長崎県諫早市津久葉町６番地５７

事業内容／航空機装備品の整備、修理

設 立／１９８７年４月２４日

資 本 金／１億円

従業員数／１２３名（２００８年４月１日現在）

年 商／１４億円

Ｔ Ｅ Ｌ／０９５７‐２６‐８４２０

Ｆ Ａ Ｘ／０９５７‐２６‐７５５３

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.ana-neco.co.jp
代表取締役社長

石井 和宏氏

私の経営理念

当社のセールスポイント

一貫生産体制がとられている工場
内の様子
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産学官連携で地域産業を育成！

�長崎市との連携協定締結
２００８年５月３０日、ふくおかフィナンシャルグルー

プ、福岡銀行および親和銀行は、長崎市と「産業振興

分野での連携に関する基本協定書」の締結を行ないま

した。本協定の目的は、ＦＦＧと長崎市の両者が持つ

「情報」「ネットワーク」「ノウハウ」「拠点」「人材」

等の経営資源を有効活用し、長崎市域の産業振興に貢

献することです。

連携内容は、�長崎市域企業と福岡、熊本を中心と
した九州やアジア等の企業とのビジネスマッチング�
長崎市内への企業誘致�長崎市域企業のアジアビジネ
ス支援�ＦＦＧが連携する大学が持つシーズの事業化
などの産学連携支援の４つです。

当日は、長崎市役所において、田上市長（長崎市）と

鬼木頭取（親和銀行）による調印式が開催されました。

調印式では、鬼木頭取が「県下最大の都市である長崎

市との連携は、ＦＦＧにとっても新しいビジネスチャ

ンスを創出するものであり、地域貢献にも繋がる取

組。今回の連携協定を機に、ますます強靭な連携関係

を築いていきたい」と挨拶し、田上市長から「長崎市

域の産業活性化のために、多くの経営資源を有する金

融機関と連携し、事業展開ができることを大変心強く

感じている」とのメッセージをいただきました。

まずは連携事業の第一弾として、本年度、長崎市産

業情報支援センターが行なう「食品加工業者を対象と

した企業動向調査（調査対象１４０社程度）」に基づき、

長崎市域外へのビジネス展開を検討している企業に対

するビジネスマッチング（顧客紹介等）をＦＦＧのネッ

トワークを活用して取組む予定です。

�産学官連携の目的
ＦＦＧは、これまでも地域の自治体や大学との連携

を進めてきました。自治体や大学にとっても“地域社

会の活性化、産業振興への貢献”は、組織として重要

な使命であり、目指す方向は、多くの部分でＦＦＧと

一致しています。そこで各々が持つ経営資源を有効活

用し、地域企業に対して幅広く多様な支援を行なうこ

とで経済や産業の発展に貢献したいと考えています。

こうした取組により、金融機関の枠組みを超え、地域

経済への新しいサービス提供が可能になると考えてい

ます。将来的には、九州内での産業情報やネットワー

クの拠点化（ハブ機能）を目指しています。

これまでの取組としては、今年１月、ＦＦＧ初の自

治体との連携協定を北九州市と締結しました。ものづ

くり企業が集積する北九州で、金融と行政の強みを融

合させることで、効果的な地域産業育成に取組んでい

ます。

大学との連携では、「技術的課題や技術開発ニーズ

を持つ地域企業に対するソリューションの提供」や「有

望な技術や特許など大学シーズの事業化」を進めてい

ます。

今後、次々に連携成果をご紹介できますよう努力し

てまいります。皆様、是非これまで以上にＦＦＧをご

活用ください。 （今泉 節）

ＦＦＧの協定締結先（カッコは協定締結者）

Ｈ１７年７月 熊本大（熊本ファミリー）
Ｈ１８年１月 崇城大（熊本ファミリー）
Ｈ１８年７月 佐世保高専（親和）
Ｈ１８年９月 九州東海大（熊本ファミリー）
Ｈ１９年２月 九州大（福岡）
Ｈ２０年１月 福岡大（福岡）

北九州市（福岡、ＦＦＧ）
Ｈ２０年４月 九州大（ＦＦＧを加え連携範囲を拡大）

熊本大（福岡、ＦＦＧを加え連携範囲を拡大）
長崎大（親和、福岡、ＦＦＧ）

Ｈ２０年５月 福岡工業大（福岡、ＦＦＧ）
長崎市（親和、福岡、ＦＦＧ）

ＦＦＧニュース

長崎市との連携協定調印式の模様（５月３０日）
鬼木頭取（写真左）、田上市長（写真右）
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市街地地区�

上海のマンション事情REPORT

大規模開発が続く上海の金融・貿易エリア

１．はじめに

北京オリンピックを目前に控えた中国では、膨大な

貿易黒字から生み出されたマネーによる株式や不動産

の売買が活発です。経済成長に伴い個人所得も増加し

ているとはいえ、世界的な原材料・食糧価格の高騰に

よる物価上昇は中国も例外ではなく、一般の家計は厳

しい状況下にあります。

中国では、日本以上に不動産の所有志向が強く、特

に上海では、『マンション（マイホーム）を所有してい

ない男性は結婚が難しい』と言われるほど切実な問題

でもあります（女性が結婚相手に求める３条件は、「高

収入」「高学歴」「家持ち」です）。今回は上海のマン

ション事情についてご紹介いたします。

２．上海の概況

上海市の面積は、大分県とほぼ同じ約６，３００�あり、

また戸籍人口は、東京都とほぼ同じ約１，３００万人にも

上ります（常住人口は１，８００万人超）。中国でも市街地

は一般に、都市の中心部に位置していますが、特に上

海は地震が非常に少ないということもあり、高層ビ

ル・マンションが中心部に密集しています。上海市民

にとって、「中心」に住むことが一種のステータスと

なるため、居住希望は必然的に中心部に集中します。

３．不動産の仕組み

中国には日本と異なる不動産の仕組みがあります。

例えば、土地の私的所有権が認められていない代わり

に、土地使用権の売買が認められています。日本に例

えると、定期借地権に近い権利になります。土地使用

権は用途別に借地期間が定められており、住居用マン

ション用地の場合、７０年です（商業ビル・工業用地は

５０年）。借地期間が満了すると、借主は原則として土

地上の建物を取り壊した上で国へ返還しなければなり

ません（延長申請をすることもできるようです）。

また、販売の際に表示される広さを実質面積（専有

海外リポート

表１ 上海市の主要統計推移

戸籍人口

（万人）

ＧＤＰ

（兆円）

一人当たり
ＧＤＰ
（千円）

一人当たり
可処分所得
（千円）

消費者物価指数
（ＣＰＩ）
（％）

新築住宅価格
騰落率
（％）

１９９０年 １，２８３ １．２ ９２ ３３ ６．３ －

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

２０００年 １，３２２ ７．２ ５４３ １７６ ２．５ －

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

２００３年 １，３４２ １０．０ ７５０ ２２３ ０．１ ２１．４

２００４年 １，３５２ １２．３ ８９９ ２５０ ２．２ １５．８

２００５年 １，３６０ １３．７ １，０１３ ２８０ １．０ ９．２

２００６年 １，３６８ １５．５ １，１７８ ３１０ １．２ －３．２

２００７年 １，３７８ １８．０ － ３５４ ２．４ ３．１

２００８年３月 － － － － �７．２ －

【上海市全体図】

（１元＝１５円にて算出）

（出所）上海統計年鑑、JETRO資料より作成
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面積）ではなく、建築面積で表すのが一般的です。建

築面積はいわゆる壁心での計算に近く、建築面積１００

�のマンションの場合、実質面積（専有面積）は６０～７０

�程度となります。上海市中心部の新築マンションの

平均販売価格は、１�あたり３０万円を超えています（表

２参照）ので、１�３０万円の場合、建築面積

１００�の販売価格は３千万円となります（専有

面積が６０～７０�程度）。

さらに、しっかりとした躯体工事の物件と

そうでない物件の価格差が２倍以上にもなる

ことがあります。

４．住宅バブル抑制策の導入

近年の急激な不動産価格・株価の上昇に伴

い、世界からは『中国はバブルの懸念がある』

と指摘されています。実際、過剰流動性（い

わゆるカネ余り現象）の発生による投資マ

ネーの流入により、上海でも一般市民が中心

部で新築マンションを購入することは難しい状況とな

りました。

そこで中国政府は、住宅バブルを抑え込み、国民の

間で正常な不動産取引が進むよう、昨年から住宅の需

要と供給の両面での施策を実施しています。具体的に

は、建築面積１４０�以上の大型物件に対する不動産取

得税の増税、竣工・引渡し前物件の転売規制、購入後

１年以内の転売に対する課税、ローン金利の引き上

げ、セカンドハウス購入時における頭金の引き上げな

ど、加熱する投資の抑制に努めています。

その結果、上海の不動産価格の高騰はやや沈静化（高

止まり）してきましたが、過剰流動性はいまだ解消し

ておらず、今後も不動産⇒株⇒不動産⇒株⇒…と堂々

巡りとなる可能性も指摘されています。

５．内装工事事情

中国のマンション購入には独特な慣習が存在しま

す。一部の高額物件を除き、販売価格には内装工事代

金が含まれておらず、新築物件は「スケルトン渡し」

（内装工事が施されていない状態での引渡し）が一般的

です。したがってマンション購入者が予算に応じて内

装の段取りをすることになります。

マンション購入者は、内装工事を業者に一括発注す

ることは少なく、自らがホームセンターで建材を購入

建設中のマンション群（日本人が多く居住する地区）

表２ 【不動産売出価格推移表】

（出所）久銀均値ほか資料より作成

表３ 【中房上海指数（上海の不動産価格動向を示す代表的指数）】

（出所）上海市房地産估价師協会ホームページより作成
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します。それから、施工業者（地方からの出稼ぎ労働

者が多い）に工事を依頼し、購入者自身が現場監督と

なって陣頭指揮を執ることもよく見受けられます。こ

れは、工事費の節約とともに工事業者に対するリスク

回避（手抜き工事の防止、建材の横領防止など）を行う

ためです。

このような事情から、需要の高い上海のホームセン

ターや建材店では、床材やクロス、トイレ、風呂、ド

アなど日本よりも品揃えが充実しており、しかも一般

家庭では手の届かない高価な輸入品も数多く展示され

ています。

住宅需要の旺盛な上海では、内装工事業者が乱立

し、外資系企業も多数進出しています。高い利益率が

見込めるとあって、日本企業の中国進出は１９９５年頃か

ら始まり、２００１年頃に進出のピークを迎えまし

た。当時は下請けとなるローカル業者の質や信頼

レベルが低く、さまざまな問題が露呈しました。

現在では、受注競争の激化に加え、ローカル業者

のレベルにもばらつきが出て、陶汰が進んできて

います。今後は、工事内容や予算によって外資系

とローカル業者の使い分けが進むことでしょう。

６．今後の展望

上海では、２０１０年の上海万博に向けて地下鉄工

事が急ピッチで進められており、地下鉄が郊外に

まで延伸されるにつれ、不動産価格の安い郊外で

の不動産開発も広がってきています。市民の目も、マ

ンション購入が難しい中心部から、徐々に郊外の新興

住宅地に移ってきています。

一般に、一人あたりＧＤＰが１万米ドルを超えると

生活スタイルが一変すると言われています。都市部と

農村部の所得格差が拡大する中国の一人あたりＧＤＰ

は２千米ドル程度ですが（日本は３．４万米ドル）、上海

などの沿岸部では、すでに１万米ドルの水準に達して

います。今後、上海などでは消費に対する欲求が飛躍

的に高まるものと予想され、生活基盤である住居に対

しても高い価値と機能性を期待する可能性は高まるこ

とでしょう。市民はマンションに安全性と機能性を求

めるようになりつつあり、工事中・入居後ともに施工

責任・保証が明示されている物件でなければ購入しな

いなどといった風潮が定着してくることも考えられま

す。

現在、中国政府は改革・開放政策で産み出されたひ

と握りの富裕層と、その他大勢の国民との間に起きて

いる所得格差の是正を図るため、「和諧社会（皆が豊か

になる調和のとれた社会）」の確立をスローガンとし

て掲げています。数々の難題を抱えながらも経済発展

を続けてきた中国、とりわけその象徴である上海は、

経済成長の継続と市民生活の基盤安定という難題をど

のように克服していくか注目したいものです。

（守部 直文）

海外リポート

郊外に多数存在するホームセンター

ホームセンターで販売される多様な床材
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遼寧省（瀋陽と大連の位置関係）

人口約７００万人を有する遼寧省の省都・瀋陽市

は、古くから重工業が盛んな地域で、中国を代表

する多くの国有企業が集積しています。瀋陽市

は、２００３年に中国政府が打ち出した「東北振興政

策」（※）により多くの国有企業の再編・改革を成

功させ、毎年二桁のＧＤＰ成長を背景に急速に近

代都市へと変貌を遂げています。

その瀋陽市に今年２月、日本の大手デパート伊

勢丹がオープンし話題となっています。伊勢丹と

しては、中国国内では１９９３年の上海店を皮切り

に、その後の天津、成都、済南に続く出店で、東

北地区では初の進出となります。店舗内に食料品

売り場を併設するのは、天津、成都と瀋陽の３店

舗のみです。日本人の多い大連ではなく瀋陽に進

出した理由について、瀋陽伊勢丹の責任者は以下

の３点を挙げていますのでご紹介いたします。

第一に、半島の先端に位置するため市場の広が

りが期待できない大連に比べ、瀋陽は東北地区の

交通の要衝として、南の大連、西の北京、北の長

春、ハルピンという主要都市との鉄道物流の中継

点となっており、東北地区の物流拠点としての発

展の可能性が高いことです。第二に、近年の急速

な経済発展に伴い瀋陽の個人消費も高い伸びを示

しており、大連と比べ「小売品」の消費が多いこ

とです（下表参照）。伊勢丹の主なターゲット客層

は、月収３～５千元（約４．５～７．５万円）のホワイト

カラーのようです。第三は、瀋陽市の周辺１００�
圏内に７つの中堅都市があることです。瀋陽と周

辺都市を合わせた人口は２，５００万人を超えます。

輸出加工型発展から高付加価値産業育成、内需拡

大へと転換が進むにつれ、近い将来、周辺都市か

らマイカーで瀋陽を訪れる人の増加が見込まれま

す。

上海、北京などの大都市に比べれば購買力や

マーケットの魅力という点ではまだ見劣りする瀋

陽ですが、他社に先んじてビジネス展開すること

が、先行メリットや市場での優位性を確保するこ

とにもつながります。今後、周辺都市を含めた瀋

陽の発展や海外企業の動向に注目していきたいも

のです。 （長田 修一）

海外トピックス

中国東北地区の代表都市「瀋陽」

【瀋陽と大連の比較】

ＧＤＰ
（億元）

社会消費品小売額
（億元）

一人当り年間平均
可処分所得
（元）

瀋陽市 大連市 瀋陽市 大連市 瀋陽市 大連市

２０００年 １，０６７ １，１１１ ５６６ ４８９ ５，８５０ ６，８６１

２００１年 １，１７４ １，２３６ ６２４ ５３４ ６，３８６ ７，４１８

２００２年 １，３２６ １，４０６ ６９５ ５９２ ７，０５０ ８，２００

２００３年 １，５０２ １，６３３ ７２２ ５６９ ７，９６１ ９，１０１

２００４年 １，７７３ １，８５０ ８０９ ６４５ ８，９２４ １０，３７８

２００５年 ２，０８４ ２，１５２ ９１５ ７３２ １０，０９８ １１，９９４

２００６年 ２，４８３ ２，５７０ １，０４９ ８３９ １１，６５１ １３，３５０

（出所）瀋陽市、大連市各統計年鑑より作成瀋陽伊勢丹

※「東北振興政策」とは、２００３年に中国政府が打ち出した東北三省（遼寧省、吉林省、黒龍江省）の主要産業である重化学工業を、
外資導入により活性化させる計画です。積極的に外資を呼び込んだ結果、東北三省の大手国有企業４６８社は外資による合併・買
収が進み、急速に競争力をつけ成長を遂げています。
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� 景気動向指数（ＣＩ）
指数を見ると、先行指数の低下傾向が続いてい
るのに加え、一致指数が昨年９月より低下傾
向、最近２ヶ月は低下幅が拡大しており、景気
の減速感が強まりました。

（千億円）

年 月 名 目 実 質

０５年度
０６年度
０７年度

０５．１０～１２

０６．１～３
４～６
７～９
１０～１２

０７．１～３
４～６
７～９
１０～１２

０８．１～３

５，０３８
５，１２２
５，１５３

５，０４３

５，０６０
５，０７４
５，０８４
５，１３９

５，１８１
５，１４２
５，１４６
５，１４３

５，１６７

５，４０７
５，５４１
５，６３０

５，４２８

５，４５４
５，４９４
５，５０２
５，５６４

５，６２６
５，５９０
５，６０３
５，６４４

５，６９９
前期比 ０．５ １．０
前年比 ▲０．２ １．３
資 料 内閣府（季節調整値、但し前年比は原数値による。）

（２００５＝１００）

年 月 先行指数 一致指数 遅行指数

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３

９８．４
９８．４
９８．７
９９．１
９８．４
９６．６
９５．４
９６．２
９４．２
９３．８

９４．８
９３．１
９０．８
９２．８

１０４．３
１０４．４
１０５．２
１０５．３
１０４．７
１０５．７
１０４．８
１０５．５
１０４．８
１０４．４

１０３．７
１０４．８
１０２．４

１０６．５
１０６．９
１０６．２
１０５．２
１０５．２
１０４．８
１０４．７
１０５．０
１０５．５
１０４．６

１０３．９
１０４．４
１０４．９

４ １０１．７ １０３．７
前月比 ２．２ ▲０．７ ▲１．８
前年比 ▲５．７ ▲２．６ ▲３．６
資 料 内閣府

� 国内総生産
実質では拡大が続いていますが、名目では拡大
が一服しています。消費者物価指数等は上昇し
ましたが、製造の現場では価格低下（デフレ）が
続いているようです。住宅投資と純輸出の落ち
込みで名目はマイナス成長となりました。

� マネーストック（平均残高）
前年比で見ると、Ｍ１は普通預金等の減少で低下しました。Ｍ３は、定期預金等の伸びで緩やかな
増加が続きました。広義流動性は、郵貯を含めた要求払い預金、外債の減少、金銭信託の伸び率低
下で、全体の伸び率が低下しました。

景気全般

（兆円）

年月
Ｍ２ 広義流動性Ｍ３Ｍ１ 定 期

預金等
うち
金銭信託

うち
投資信託うち国債 うち外債前年比前年比現金 要求払

預 金前年比
０５年
０６年
０７年

０７．４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４
５

７０１
７０８
７２０

７２１
７２０
７２２
７２３
７２０
７２０
７１９
７２２
７２９

７３０
７２８
７３０
７３５
７３４

４６９
４８３
４８３

４９１
４８７
４８４
４８５
４７９
４７８
４７９
４７８
４８７

４８５
４８０
４８３
４８６
４８４

４．７
３．０

６９
７１
７２

７２
７２
７１
７２
７２
７１
７１
７２
７４

７３
７２
７２
７２
７２

４００
４１２
４１１

４１９
４１６
４１３
４１３
４０７
４０６
４０７
４０６
４１３

４１２
４０８
４１１
４１４
４１２

１，０２９
１，０２５
１，０２７

１，０３０
１，０２７
１，０２９
１，０３１
１，０２６
１，０２５
１，０２５
１，０２６
１，０３３

１，０３４
１，０３０
１，０３１
１，０３５
１，０３４

０．５
▲０．３
０．２

５３７
５２０
５２１

５１８
５２０
５２１
５２３
５２４
５２４
５２３
５２４
５２４

５２６
５２７
５２６
５２６
５２８

１，３３３
１，３７２
１，４１７

１，４１２
１，４１７
１，４２２
１，４２７
１，４２３
１，４２２
１，４２４
１，４２６
１，４３３

１，４３５
１，４３２
１，４３３
１，４３４
１，４３０

２．９
３．０
３．２

３．４
３．２
３．５
３．５
３．１
２．８
２．９
２．８
２．７

２．６
２．５
２．３
１．６
０．９

１５８
２１０
２４７

１７８
１８２
１８３
１８３
１８４
１８４
１８５
１８６
１８７

１８８
１８９
１８９
１８５
１８１

８３
７０
７６

６３
６５
６７
６８
６８
６９
７０
７０
７１

７１
７１
７１
７２
７２

４９
５４
５６

７４
７５
７５
７７
７９
７８
７９
７９
７８

７７
７８
７８
７９
７８

４９
５４
５６

５７
５７
５８
５７
５５
５５
５５
５５
５５

５４
５４
５４
５４
５５

▲０．１

▲０．４
▲０．４
▲０．２
▲０．３
▲０．５
▲０．４
０．３
０．４
０．５

０．３
０．０
▲０．３
▲０．８
▲０．７

▲０．２
０．０
０．３
０．５
０．３
０．３
０．６
０．６
０．７

０．７
０．８
０．８
０．５
０．７

資料 日本銀行調査統計局

経
済
指
標
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（千円）

年 月 全 国 九 州 福岡・
北九州 熊本市 長崎市前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

４４１
４４１
４４３

３７８
４００
３３３
６０７
４９０
３９３
３６３
３９７
３６６
８０７

３６７
４０３
３７９
３８１

▲１．１
０．１
０．２

４．０
▲０．４
１．６
７．４
▲４．５
▲２．８
０．２
０．２
▲１．９
▲２．７

▲１．９
▲０．０
０．３
▲４．５

４０２
３９２
３９５

３２８
３５２
２９６
５５７
４０４
３５１
３２８
３６０
３４０
７２１

３２４
３５９
３３１
３３８

▲３．４
▲２．４
０．６

６．３
０．２
０．７
６．８

▲１３．６
▲９．８
２．４
１．５
５．９
▲３．４

▲６．５
１．５
０．９
▲３．９

４０６
４０８
３８９

３０３
３４２
２９４
４７４
４２９
３３０
３２５
３８７
３４０
７２０

３４３
３８４
３４６
３４０

▲０．１
０．５
▲４．５

▲１１．４
▲１０．４
▲３．９
▲４．７
▲２９．８
▲１５．９
１．９
６．４
７．０
２．４

▲７．３
７．０
１４．３
▲０．６

４４５
３９０
４３２

３７９
３７９
３３８
６２６
４８１
３５４
３２２
３５７
３５６
８４８

３４４
３３７
３５２
３３４

１２．２
▲１２．３
１０．６

１３．４
６．８
０．１
１３．０
４．２
４．７
２．７
１３．６
１４．７
２４．８

▲５．５
▲９．９
▲７．１
▲１２．０

３１１
３４９
３６５

３５０
３５６
２９４
４８７
４１１
３３４
２８２
３００
２８３
６１２

２６８
３０４
２７０
３２２

▲１２．３
１２．３
４．６

３９．３
２１．０
▲１１．６
▲０．８
▲９．３
▲３．６
▲５．５
３．１
▲１．９
▲６．４

▲７．８
▲１８．８
▲２２．８
▲９．８

資料 総務省

（千円）

年 月 全 国 九 州 福岡・
北九州 熊本市 長崎市前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

３２９
３２０
３２３

３３９
３４２
３１３
３００
３２２
３２５
３１１
３２７
３０３
３７９

３４１
２９９
３４３
３４４

▲０．６
▲２．８
１．０

▲０．３
０．４
０．９
▲０．６
０．４
３．４
５．３
２．４
▲０．９
２．７

３．９
２．５
１．１
０．４

３１２
２９９
２９４

３００
２８０
２７８
２７０
２９４
２９５
３１０
３０４
２８０
３６１

３０４
２８８
３１４
３０５

▲２．９
▲４．４
▲１．７

▲３．６
▲１０．４
▲６．７
１．９
▲２．１
▲６．１
１３．２
３．０
４．１
２．９

３．４
１２．７
４．４
８．８

３２７
３１９
３０７

２９６
２９８
２８６
２５９
３１５
３３８
３０７
３５１
２９０
３７８

３３４
３５９
３４６
３４４

▲０．９
▲２．４
▲３．７

▲８．９
▲１２．３
▲１０．０
▲９．２
９．９
６．８
０．６
２．３
２．０
１．２

１２．４
３１．９
１７．２
１５．２

３３０
２８５
２９８

３０３
３０５
３１８
２６５
３１９
２７２
２６１
２８６
２９２
３４９

３１３
２７９
３２３
３４３

１．９
▲１３．７
４．６

▲４．８
▲４．２
１３．５
▲０．９
１８．４
３．５
５．１
１０．７
１３．６
▲３．４

▲０．６
▲２．５
６．７
１２．４

２６９
２７９
３１６

３８６
３０５
３３３
２８６
３４６
３２３
２７９
３０６
２６６
３５１

２９４
２５１
３２３
２８０

▲９．５
３．６
１３．３

４０．５
１１．９
３９．０
１５．０
２２．０
３．６
４．４
▲７．９
▲１．４
１０．５

▲８．５
▲１２．０
▲１６．５
▲８．１

資 料 総 務 省

�－１ 勤労者世帯の可処分所得（農林漁家世帯を含む）
前年比で見ますと、全国では所得はほぼ横ばいでしたが、所得税、社会保険料の増加で減少となり
ました。福岡・北九州では、世帯主所得が増えましたが、所得税等の増加でほぼ横ばいとなりまし
た。熊本市は、世帯主所得減により減少しました。長崎市は世帯主および配偶者の所得減により減
少しましたが、減少率は縮小しています。

�－２ 勤労者世帯の消費支出（農林漁家世帯を含む）
前年比で見ますと、全国はガソリンなどの支出が増えましたが教育費の減少でほぼ前年並み。福岡・
北九州は、テレビ等の購入、住居修理費増で増加しました。熊本市は自動車購入による増加。長崎
市は食料費、交通費が減少したほか、昨年伸びた反動で教育費が減少しました。

１．個人消費
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年 月 全 国 九 州前年比 前年比
全 店 既存店 全 店 既存店

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

８７，６２９
８６，４４０
８４，６５２

１７，３９６
１６，９１５
１７，０４１
１７，３６７
１８，６１３
１６，６９３
１５，９２７
１７，１６１
１８，１２４
２２，６７５

１８，７９９
１５，５３９
１７，７０３
１６，８１４

▲１．０
▲１．４
▲２．１

▲０．２
▲０．７
０．３
１．９
▲２．５
１．７
▲０．２
▲０．１
１．９
▲０．４

▲０．８
２．７
１．８
▲０．６

▲０．５
▲０．７
▲０．７

▲１．４
▲１．８
▲０．８
０．９
▲３．８
▲０．１
▲２．０
▲１．７
０．４
▲１．５

▲２．０
１．０
０．２
▲２．２

１７，０１１
１６，６６５
１６，６３１

１，３６５
１，３１６
１，３２７
１，２９７
１，５０４
１，３５３
１，２１０
１，３０６
１，３７１
１，８６４

１，４６６
１，２００
１，３４０
１，２８８

▲１．７
▲２．０
▲０．２

０．３
▲１．２
▲０．４
１．８
▲３．３
０．７
▲１．１
▲２．４
１．５
▲２．７

▲２．５
▲１．３
▲１．９
▲２．１

▲２．６
▲１．９
▲１．６

▲１．６
▲２．４
▲１．４
０．９
▲４．１
▲０．４
▲２．０
▲３．７
▲０．３
▲３．６

▲２．９
▲０．７
▲１．３
▲３．４

資 料 経済産業省（九州には沖縄県を含む）

�－１ 大型小売店販売額
前年比で見ますと、全国、九州とも、単価上昇で増加した食品以外は
伸び悩みました。

�－２ 大型小売店販売額

前年比で見ますと、福岡、熊本、長崎県とも、スーパーは食品が単価上昇で増加したことで売り上

げが伸びましたが、百貨店は福岡県の全店が昨年減少した反動で昨年並みとなった他は、衣料品の

減少で伸び悩みました。
（億円）

年 月 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比
全 店 既存店 全 店 既存店 全 店 既存店

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

７，２２７
７，０９９
７，１６７

６１５
５５８
５６７
５６２
６５６
５５８
５２２
５６５
５９９
８０１

６２８
５０９
５８６
５５３

▲２．２
▲１．８
１．０

４．１
▲０．９
▲０．０
３．５
▲３．１
１．４
▲０．５
▲１．９
３．４
▲２．４

▲２．５
▲２．０
▲４．７
▲０．９

▲２．８
▲１．５
▲１．４

０．０
▲３．１
▲１．９
１．７
▲４．９
▲１．０
▲２．４
▲３．５
１．０
▲３．２

▲２．１
０．５
▲１．９
▲２．２

１，８９７
１，８８８
１，８７７

１４５
１５０
１５０
１４７
１７３
１５０
１３１
１４３
１５２
２１６

１７２
１３６
１５２
１４６

１．７
▲０．４
▲０．６

▲６．６
１．０
０．６
２．１
▲２．２
▲０．３
▲４．３
▲４．７
０．７
▲１．５

▲１．４
▲７．１
４．６
▲３．１

▲３．１
▲３．７
０．０

▲５．９
１．９
１．４
３．２
▲０．１
１．９
▲３．１
▲３．５
１．２
▲１．９

▲１．３
▲７．８
３．１
▲４．７

１，３９７
１，３３９
１，３０３

１０４
１０３
１０６
１０３
１２０
１１０
９５
１００
１０６
１４０

１２０
９５
１０２
９９

▲５．２
▲４．２
▲２．７

▲２．３
▲３．４
▲２．０
▲１．８
▲４．８
▲２．４
▲２．６
▲４．９
▲１．４
▲３．１

▲２．３
２．１
▲２．２
▲３．７

▲１．４
▲０．８
▲３．０

▲２．３
▲３．４
▲２．８
▲２．２
▲５．１
▲２．９
▲３．０
▲５．２
▲１．８
▲３．４

▲２．７
１．７
▲０．４
▲２．３

資 料 経済産業省（九州には沖縄県を含む）
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（台）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

３，３５３，５９３
３，１２６，２４９
２，９４５，６６８

４１９，９３０
１８３，５６１
１９９，０４１
２４６，６８７
２４４，２４１
１９０，１３１
２８５，０４５
２３３，２９４
２５８，０１３
２０４，７５９

２１２，８４３
２８５，３２０
４１３，９９９
２００，８３３

▲１．０
▲６．８
▲５．８

▲１２．４
▲８．６
▲７．０
▲９．４
▲８．５
０．９
▲４．９
５．５
６．７
▲４．２

６．５
１．５
▲１．４
９．４

２９１，８７４
２６８，３２２
２５１，５０３

３４，７３７
１５，７６８
１６，６４５
２０，３８３
２０，８１０
１７，２６０
２３，９３５
１９，７９３
２２，４０１
１７，５０６

１８，８６４
２４，７１８
３４，９０６
１７，１９５

▲１．１
▲８．１
▲６．３

▲１２．４
▲７．３
▲８．５
▲１１．１
▲１０．４
▲１．３
▲３．５
６．４
６．７
▲５．２

５．７
１．２
０．５
９．０

１２５，７２９
１１６，４０６
１１０，６３３

１４，９８３
６，９９４
７，４９３
９，０９３
９，２２８
７，５８３
１０，３６０
８，７００
９，６３８
７，９０８

７，９６３
１１，０５１
１５，０４２
７，６８４

０．０
▲７．４
▲５．０

▲１２．４
▲２．３
▲５．８
▲８．２
▲７．８
２．２
▲４．３
８．２
１．８
▲５．２

４．０
０．５
０．４
９．９

３６，５９６
３４，１５７
３２，２２５

４，６６２
１，９９３
２，１４４
２，５６６
２，６６４
２，０７０
３，１５３
２，４６０
２，９８９
２，０４５

２，４５８
３，２５０
４，７２４
２，１７６

▲１．８
▲６．７
▲５．７

▲９．８
▲７．９
▲７．４
▲１６．７
▲１０．８
▲９．８
▲０．１
７．１
１４．１
▲７．９

６．８
２．３
１．３
９．２

２５，２４７
２２，６５２
２０，７１４

２，８８０
１，２２７
１，３６５
１，６３１
１，６５１
１，３９１
２，０８９
１，６９３
１，７７２
１，５５８

１，６６９
１，９７１
２，９７８
１，３７３

▲２．４
▲１０．３
▲８．６

▲１２．７
▲１４．８
▲９．２
▲１８．９
▲１７．０
▲５．４
▲４．２
９．５
４．９
３．７

６．２
４．６
３．４
１１．９

資 料 日本自動車販売協会連合会

（台）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年
０６年
０７年

０７．３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

０８．１
２
３
４

１，３８７，０６８
１，５０７，５９８
１，４４７，１０６

２１８，９１１
１０６，２２５
１０７，６３９
１２５，９５６
１１３，１７７
８７，０９２
１３０，３６１
１０１，８５７
１０５，６８４
９９，７９４

１０６，２２７
１４２，７０８
１９９，０３１
１０４，６９２

１．１
８．７
▲４．０

５．３
▲４．８
▲０．６
▲５．１
▲１１．９
▲７．９
▲５．４
▲７．８
▲１１．５
▲１４．４

▲１．０
▲０．３
▲９．１
▲１．４

１８３，２０２
１９６，９１２
１８９，２２４

２６，７５０
１４，０８０
１４，１９３
１６，１４５
１５，３５４
１１，９２７
１６，６４６
１２，８３１
１３，８８９
１３，２４３

１４，５２３
１８，５５１
２５，２１５
１３，３２２

０．５
７．５
▲３．９

３．９
▲４．３
▲０．２
▲７．６
▲１２．５
▲８．８
▲５．７
▲７．６
▲１０．８
▲１２．３

▲３．３
▲３．１
▲５．７
▲５．４

５４，８５９
６０，０４３
５７，５５６

８，１４５
４，２０８
４，２２８
４，８２３
４，７９１
３，４１３
５，２２５
３，９６６
４，５３４
３，８１７

４，３４２
５，７３３
７，７９２
４，０２７

▲１．４
９．４
▲４．１

１．７
▲４．０
▲２．７
▲７．３
▲１０．２
▲１４．８
▲８．８
▲１．８
▲４．３
▲１２．９

▲７．６
０．５
▲４．３
▲４．３

２６，９２３
２８，１２４
２７，９９８

３，９１８
２，０２５
２，１９０
２，４２４
２，２１７
２，００７
２，２９６
１，８７５
２，０２１
１，９９９

２，１９８
２，８８３
３，８２２
１，９９３

１．９
４．５
▲０．４

８．１
▲２．４
１．８
▲６．９
▲１１．１
▲１．３
▲４．７
１．７
▲４．２
▲５．１

０．３
１．７
▲２．５
▲１．６

２３，０６８
２４，８５１
２３，５０６

３，３９８
１，８７４
１，８４４
２，００４
１，７５５
１，４８５
２，０００
１，５４５
１，６４１
１，６０３

１，８４６
２，１８５
３，０９８
１，６７２

０．５
７．７
▲５．４

５．８
▲１．３
▲０．１
▲１０．１
▲１５．３
▲９．３
▲１２．８
▲１６．５
▲１８．０
▲１２．７

▲４．６
▲９．７
▲８．８
▲１０．８

資 料 全国軽自動車協会連合会

� 乗用車登録台数（登録車）
前年比で見ますと、全国、福岡県、熊本県、長崎県とも大型車が新型車人気で増加したほか、小型

車も前年並みにまで回復したことから、全体では１０％前後の増加となりました。

� 軽乗用車販売台数
前年比で見ますと、全国、福岡県、長崎県は０６年に増加して以来の減少傾向が続いています。熊本

県では下げ止まり、ほぼ前年並みとなっています。
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新設住宅着工戸数
前年比で見ると、ほぼ前年並みとなり、建築基準法改正の影響がほぼなくなりました。戸数で見る
と、全国は回復傾向が続きました。分譲マンションは昨年１０月以来コンスタントに拡大、貸家も回
復傾向にありますが、持家はほぼ横ばい。福岡県では、貸家は拡大傾向、分譲マンションは回復傾
向、持家はほぼ横ばい。熊本県は回復傾向が一服。持家、分譲マンションは横ばいですが、貸家が
伸び悩む。長崎県はほぼ横ばい。持家、貸家、分譲マンションともほぼ横ばい。

公共工事保証実績
前年比で見ますと、全国は減少が続いています。「独立行政法人」は伸びましたが、「国」「県」の
発注が減少しました。福岡県では昨年伸びた反動もあり、「国」が減少したことで低下しました。
熊本県では九州新幹線工事の発注で「独立行政法人」が伸びて増加しました。長崎県では、「県」
が昨年伸びた反動で減少しました。

２．住宅投資

３．公共投資

（億円）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県累計前年比 累計前年比 累計前年比 累計前年比 累計前年比

０５年度 １２９，６２２ ▲５．６ １６，０３３ ▲７．８ ４，３９９ ▲１６．３ ２，１４１ ０．４ １，９９４ ▲６．５
０６年度 １２２，８３８ ▲５．２ １５，６０８ ▲２．７ ４，５５１ ３．４ ２，０６３ ▲３．６ １，８１４ ▲９．０
０７年度 １１７，８１８ ▲４．１ １４，６９０ ▲５．９ ４，２６２ ▲６．４ ２，１４０ ３．７ １，８３４ １．１

０７．３ １５，８４０ ▲５．２ ２，０５０ ▲２．７ ８５０ ３．４ ２２９ ▲３．６ ２００ ▲９．０
４ １１，５６８ １．５ １，１６２ １７．３ ４７７ ２７．４ １８７ ２６．９ １０６ ６７．１
５ ８，４９０ ０．７ １，１４８ １８．１ ５０１ ５４．０ ２０３ ２７．９ ７９ ３７．１
６ １０，９８２ ▲０．７ ９５１ ５．３ ２６３ ２８．３ １３１ １７．４ １１３ ２２．６
７ １０，７２３ ▲１．５ １，１８２ ▲０．４ ３２２ １５．９ １４９ １１．９ １２８ ▲５．６
８ ９，８４２ ▲２．２ １，２３３ ▲２．３ ２９８ ８．１ １４９ ８．１ ２０８ ５．５
９ １１，１１６ ▲４．１ １，６４３ ▲３．２ ３６８ ６．７ ２５２ ４．８ ２０９ ８．２
１０ １１，７４２ ▲４．０ １，５５７ ▲４．６ ４４６ ３．４ １８２ １．２ ２０６ ６．１
１１ ８，６８５ ▲４．０ １，２６３ ▲３．９ ３４８ ２．８ １８１ ２．９ １８３ ７．９
１２ ８，３８４ ▲３．８ １，１２７ ▲４．７ ３１５ ３．８ １７４ ０．５ １３５ ３．６

０８．１ ５，９０７ ▲３．７ ８７８ ▲４．２ ２８３ ５．１ １０７ ▲０．９ ９４ ０．０
２ ６，５３５ ▲２．８ ８３６ ▲４．３ １９０ ３．０ １５７ ２．１ １３４ ▲１．２
３ １３，８４５ ▲４．１ １，７０９ ▲５．９ ４５１ ▲６．４ ２６８ ３．７ ２４０ １．１
４ １１，０２５ ▲４．７ １，０５６ ▲９．２ ３４８ ▲２７．０ ２４１ ２８．９ ６７ ▲３６．３

資 料 西日本建設業保証（請負金額）

（戸）

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

０５年 １，２３６，１７５ ４．０ １１５，４７１ ４．７ ５４，３６２ ４．７ １４，０３９ ６．８ １０，２３０ ５．７
０６年 １，２９０，３９１ ４．４ １２０，４０６ ４．３ ５８，９５２ ８．４ １４，８０５ ５．５ ８，９４０ ▲１２．６
０７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ９９，０８８ ▲１７．７ ４５，０６６ ▲２３．６ １３，２８６ ▲１０．３ ６，９０１ ▲２２．８

０７．３ ９９，４８８ ５．５ ９，９０３ １７．８ ５，６００ ２９．７ １，１９１ ５５．９ ４９４ ▲２５．７
４ １０７，２５５ ▲３．６ ９，２９９ ▲８．７ ４，１８３ ▲５．８ ９２７ ▲４７．２ ６６０ ▲２８．５
５ ９７，０７６ ▲１０．７ ９，０７３ ▲９．２ ３，８２１ ▲２４．８ １，５３１ ５３．７ ６５０ ▲３４．１
６ １２１，１４９ ６．０ １１，３８８ ３．０ ５，９８５ ２．７ １，４０６ ３６．２ ５８３ ▲４１．３
７ ８１，７１４ ▲２３．４ ６，６３７ ▲２６．０ ２，８１１ ▲２１．８ ９８０ ▲３６．８ ５９９ ▲８．８
８ ６３，０７６ ▲４３．３ ５，７６２ ▲３６．８ ２，４３６ ▲４１．２ ８６３ ▲３４．４ ４８７ ▲１２．６
９ ６３，０１８ ▲４４．０ ６，４７２ ▲４３．３ ２，２２７ ▲５８．７ １，０７４ ▲３０．９ ６７４ ▲１７．３
１０ ７６，９２０ ▲３５．０ ６，９２０ ▲４０．１ ２，７３３ ▲５６．８ ８９３ ▲７．９ ４２３ ▲４０．２
１１ ８４，２５２ ▲２７．０ ７，４６７ ▲３４．４ ２，９３１ ▲４８．０ １，１３９ ▲２６．２ ６６８ ６．２
１２ ８７，２１４ ▲１９．２ ８，６４８ ▲１５．３ ３，５４０ ▲３１．５ １，０３４ ▲２２．３ ５７９ ２３．２

０８．１ ８６，９７１ ▲５．７ ８，８００ ６．１ ３，９４０ ▲４．２ １，２４２ １５．９ ５１２ ▲８．４
２ ８２，９６２ ▲５．０ ６，８５５ ▲２５．７ ３，０８６ ▲３４．２ ９６３ ▲１８．１ ５４９ ４．６
３ ８３，９９１ ▲１５．６ ７，５４５ ▲２３．８ ３，２５０ ▲４２．０ ７３８ ▲３８．０ ５５８ １３．０
４ ９７，９３０ ▲８．７ ８，４１５ ▲９．５ ４，０３０ ▲３．７ ９９４ ７．２ ５１８ ▲２１．５

資 料 国土交通省
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年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年 １００．０ １．３ １００．０ ▲０．１ １０１．５ ▲１．６ １０６．９ ▲３．８ ９６．１ ▲６．９
０６年 １０４．５ ４．５ １０７．５ ７．５ １０３．４ １．９ １１２．１ ４．９ １０４．０ ８．３
０７年 １０７．４ ２．８ １１０．０ ２．３ １０３．５ ０．１ １０５．３ ▲６．１ １０５．４ １．３

０７．３ １０６．０ ２．０ １０７．４ １．７ １００．７ ▲６．８ １０８．２ ６．０ ９６．７ ２３．０
４ １０５．６ １．０ １０７．４ １．３ １０２．０ ▲０．３ １０４．９ ▲４．８ ９９．４ ▲３．４
５ １０６．８ ４．８ １０７．５ １．９ ９６．２ ▲３．６ １０６．９ ▲１．７ ９９．６ ▲６．０
６ １０６．９ １．３ １０８．６ ▲１．９ １００．４ ▲６．５ １０７．２ ▲８．１ １００．３ ▲６．９
７ １０７．０ ３．１ １０９．３ １．７ １００．２ ２．０ １０６．７ ▲８．１ １０７．０ ▲５．１
８ １０９．７ ４．６ １１１．８ ３．２ １０４．７ ５．５ １０５．０ ▲１１．０ １０８．７ ２．０
９ １０７．９ ０．２ １１０．９ ▲０．８ １０４．３ ▲１．４ １０１．９ ▲１６．１ １０５．８ ▲２．３
１０ １１０．０ ５．３ １１２．５ ３．５ １０９．７ ４．３ １０５．５ ▲７．７ １０２．２ ▲６．３
１１ １０８．４ ３．２ １１２．０ ２．７ １０８．２ ３．７ １０４．４ ▲８．８ １１１．７ ▲１．５
１２ １０９．１ １．５ １１３．２ １．２ １０９．７ １．６ １００．８ ▲９．３ １１４．３ １．８

０８．１ １０８．５ ２．９ １１２．１ ０．９ １０６．２ ２．１ ９８．１ ▲５．０ １３０．９ １１．０
２ １１０．２ ５．１ １１１．２ ５．８ １０７．９ ８．６ １０２．１ ▲３．１ １２６．８ ２１．４
３ １０６．５ ▲０．７ １１０．１ １．５ １１０．２ ８．２ １０５．４ ▲３．６ ９７．５ ▲０．２
４ １０６．３ １．９ １０９．５ ３．０

資 料 経済産業省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県（前年比は原指数による）

（全国・九州２００５年＝１００ 福岡県・熊本県・長崎県２０００年＝１００）

年 月 全 国 製造業 非製造業
０５年 １２３，６４９ ５４，５７５ ６９，３４７
０６年 １２８，５３７ ５９，０７４ ６９，７２８
０７年 １２３，３６６ ５６，８８５ ６６，９２２

０７．３ １０，１３４ ４，５０６ ５，６４１
４ １０，０７０ ４，３７３ ５，７２８
５ １０，６０６ ４，９６９ ５，６５３
６ ９，９０２ ４，５０２ ５，３８０
７ １０，９４９ ４，８３３ ６，１８８
８ １０，２７９ ４，５１７ ５，８０８
９ ９，７８９ ４，７４６ ４，９３１
１０ １０，６４４ ５，１８０ ５，５８６
１１ １０，４３２ ５，０４４ ５，６７２
１２ １０，１３５ ４，７３３ ５，４８４

０８．１ １１，８９３ ５，１１０ ６，７３５
２ １０，４３３ ４，６４２ ５，８２３
３ ９，５６８ ４，３１９ ５，２６７
４ １０，０９４ ４，３９９ ５，７３０

前月比 ５．５ １．９ ８．８
前年比 ０．５ ０．９ ０．３
資 料 内閣府（季調済計数による、但し前年比は原指数による）

� 機械受注高（船舶・電力を除く民需）
金額で見ると、高い水準で横ばい。ただし、
外需が減少傾向となっており、伸び悩みが
見込まれています。

年 月
全 国 九 州

数 量 金 額 数 量 金 額
０５年 ３１，０２３ ３２，８４３ ７，０８７ ８，６９１
０６年 ３５，６６７ ３６，３２４ ７，７７８ ９，６５９
０７年 ３８，０５４ ３７，６７６ ８，１６４ １０，３４５

０７．２ ２，８４９ ２，８５９ ６２８ ８６１
３ ３，１１０ ３，３０８ ６５６ ９１５
４ ２，９６２ ２，９０６ ６４４ ７８６
５ ３，０２９ ３，０２１ ６６５ ７９３
６ ３，０９６ ３，１１４ ６６５ ７９３
７ ３，３０７ ３，２４８ ６９７ ８７３
８ ３，１９２ ３，２７９ ６８４ ８８１
９ ３，２３４ ３，３７３ ６６８ ９１７
１０ ３，５１８ ３，３６６ ７４８ ９３９
１１ ３，４４２ ３，２０７ ７３４ ９１５
１２ ３，４３３ ３，０６２ ７４５ ８４８

０８．１ ３，２２８ ２，９４２ ７０３ ８２３
２ ３，２７３ ２，９５６ ７０２ ８５５
３ ３，４１５ ３，１５０ ７４９ ９０３

前年比 ９．８ ▲４．８ １４．３ ▲１．３
資 料 経済産業省、九州経済産業局

（数量：百万個、金額：億円） （億円）

� 鉱工業生産指数
前年比で見ると、全国は拡大傾向が続いています。３月は化学工業、一般機械、金属製品が一時的
に落ち込み減少となりましたが、自動車や電子部品は増加基調が続いています。福岡県は、自動車
の好調が続いていることに加え、一般機械が伸び、化学が回復したことから、拡大傾向になってい
ます。熊本県では、電子部品は増加が続いていますが、二輪車、金属製品、一般機械の不振で減少
しています。長崎県を指数で見ると急低下しました。一般機械の上昇は続きましたが、電子部品、
金属工業、電気機械が生産を低下させました。

� 集積回路生産量
全国、九州とも、数量はゲーム機、デジカメ、自
動車用の好調で増加が続きましたが、金額は価格
低下で減少しました。

４．生産・設備投資
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� 建築着工統計
前年比で見ると、全国は公共物、不動産業などほとんどの業種が伸びましたが、これまで減少して
いた反動で増加したもので、金額の水準は低い。福岡県は「サービス業」が１２月、１月に伸びた反
動で減少したことから大幅な減少となりましたが、製造業、非製造業はほぼ横ばい。熊本県では卸・
小売業、公共物が減少し、金額も低い水準となりました。長崎県では教育は増加しましたが、飲食
業の伸び悩みで、低い水準が続いています。

� 輸出通関実績
前年比で見ますと、全国は増加が続いていますが、伸び率は低下傾向となっています。米国向け等
で電気機械が減少しましたが、中国向け等で自動車が増加しました。福岡県は、中国向けと米国向
けで自動車が伸びましたが、他の製品はほぼ前年並みでした。熊本県は、中国、台湾向けで、電子
部品、化学製品が減少しました。なお、２、３月は韓国向け等で二輪車が伸びていましたが、伸び
が止りました。長崎県は、中南米、アジアの便宜地籍船国への船舶で伸びていますが、中東向けの
一般機械は減少しました。

年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年 ９７，３５７ ６．０ ８，３１２ ▲２．２ ２，９４４ ▲７．０ １，２３３ ８．３ ７７４ ▲０．１
０６年 ９９，９９４ ２．７ ９，６３６ １５．９ ３，５８６ ２１．８ １，１６５ ▲５．５ ８３１ ７．４
０７年 ８９，７２２ ▲１０．３ ９，０１７ ▲６．４ ３，６６１ ２．１ ７２０ ▲３８．２ ６４４ ▲２２．５

０７．２ ７，１０５ ▲３．５ ７７６ ▲２８．２ ３３７ ７．５ ９８ ４５．０ ６７ ▲３０．３
３ ６，２５８ ▲２０．５ ７７３ ４１．６ ３８３ ４５．４ ９４ ８１．５ ３２ ▲４．４
４ ８，８４９ ▲０．４ ９６０ ４０．６ ３１５ ４２．１ ２２５ ９３．６ ２４ ▲５０．１
５ ９，４７０ １７．１ ８８３ ６．１ ３７０ ３０．３ ２０９ ６８．５ ４８ ▲９．８
６ １３，２７７ ５４．２ １，４３８ ８５．５ ７０７ ９６．８ １４３ ７７．５ ５９ ▲７．５
７ ７，０７５ ▲１８．５ ６２７ ▲７．６ ２０６ ▲１３．４ ６７ １．８ ９３ １３０．３
８ ５，４５３ ▲４０．２ ４６６ ▲２２．５ １１９ ▲４３．９ ５９ ▲３８．２ １０７ １９５．９
９ ４，５２０ ▲４７．８ ６６８ ▲３５．８ ３１５ ▲３４．５ ６０ ▲４３．３ ６９ ３．０
１０ ６，１２３ ▲２９．６ ４２６ ▲５０．２ １４６ ▲４８．６ ４６ ▲５０．５ ５０ ▲３４．８
１１ ７，１１６ ▲１７．０ ４８８ ▲４６．９ １６７ ▲５６．６ ９３ ▲３３．３ ３４ ▲３４．９
１２ ７，７３３ ▲７．８ ７９４ ▲８．６ ３０６ ２７．１ １０１ ▲３６．７ ２８ ▲８４．０

０８．１ ６，３７７ ▲５．４ ６４１ ▲１０．９ ３１３ ７．８ １１４ ２１．９ ４３ ２５．３
２ ６，１２１ ▲１３．９ ７４８ ▲３．５ ２７１ ▲１９．６ １３４ ３７．０ ３５ ▲４６．８
３ ８，４４３ ３４．９ ４７８ ▲３８．２ １９２ ▲５０．０ ６９ ▲２７．４ ２８ ▲１３．８

資 料 国土交通省

５．その他

年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年 ６５６，５６５ ７．３ ６０，８０７ ７．１ ３１，３６４ ３．４ ２４９ １６．２ ２，４６０ １３．５
０６年 ７５２，４６２ １４．６ ７０，０９０ １５．３ ３４，２４６ ９．２ ２７７ １１．５ ３，４７２ ４１．２
０７年 ８３９，３１４ １１．５ ８０，７５２ １５．２ ４０，０７９ １７．０ ２８８ ３．９ ３，６８１ ６．０

０７．３ ７５，１３０ １０．３ ７，０００ ９．６ ３，５０８ １４．８ ２４ ５．３ ２０５ ▲５３．５
４ ６６，３３５ ８．２ ６，２５１ ７．６ ２，９８６ １０．１ ２４ ４．５ ３０１ ▲２６．６
５ ６５，６７８ １５．２ ５，９９１ １６．４ ２，９１８ １６．３ ２０ ▲５．４ １９９ ４０．７
６ ７２，８６０ １６．２ ７，１１１ ２６．５ ３，３６０ １８．１ ２８ １２．５ ５８１ ２５２．３
７ ７０，６３１ １１．７ ６，７３９ １０．１ ３，２８２ １４．２ ２８ ２２．１ ３２９ ▲３８．６
８ ７０，３４７ １４．６ ６，４５３ １５．０ ３，２０５ １５．０ ２１ ２．９ １３４ ▲４０．５
９ ７２，５５５ ６．３ ７，１５７ １９．４ ３，６３２ ２３．３ ２４ ０．８ ４０５ ６３．２
１０ ７５，０６５ １３．８ ７，３７０ １４．４ ３，７０４ １６．３ ２７ ▲５．０ ４０９ １０７．９
１１ ７２，６８６ ９．６ ７，２６２ １８．０ ３，７３９ ２４．４ ２３ ▲８．６ ２８７ ４１．５
１２ ７４，３４０ ６．８ ７，３０６ １１．１ ３，８３５ １２．８ ２６ ▲６．３ ３１３ ５．６

０８．１ ６４，０８４ ７．７ ６，６６３ ７．４ ３，３６０ １３．９ ２５ １６．４ ３５２ １９．１
２ ６９，７５４ ８．７ ６，７８４ １４．８ ３，４２３ １５．６ ２７ ２９．９ ２８７ ２８．７
３ ７６，８２５ ２．３ ７，４５１ ６．４ ３，５９６ ２．５ ２９ １９．３ ５２７ １５７．０
４ ６８，９１４ ３．９ ６，９４０ １１．０ ３，５２５ １８．１ ２１ ▲１３．６ ４１３ ３７．０

資 料 財務省、門司税関〔九州は山口、沖縄県を含む〕、長崎税関

（億円）

（億円）
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年 月 全 国 前年比 九 州 前年比 福岡県 前年比 熊本県 前年比 長崎県 前年比

０５年 ５６９，４９４ １５．７ ５７，６２６ ２６．８ １８，２０１ ２０．５ ７０２ ９．１ １，４１５ ２７．７
０６年 ６７３，４４３ １８．３ ７１，７６２ ２４．５ ２２，５０２ ２３．６ ７７０ ９．６ １，６４６ １６．３
０７年 ７３１，３５９ ８．６ ７９，７３９ １１．１ ２５，１２０ １１．６ ９３０ ２０．８ １，９８７ ２０．７

０７．３ ５９，１０３ ０．６ ６，５１８ ４．７ １，９８０ ▲２．６ ６１ ４．７ １５５ ▲２．１
４ ５７，３０４ ３．８ ５，９２６ ▲１．２ ２，０３４ ６．９ ６９ １９．７ １４２ ４０．９
５ ６１，７２３ １５．４ ６，５６４ １２．５ ２，２３２ １９．０ ７７ ２９．２ １３８ ４．９
６ ６０，４０１ １０．４ ６，９０７ １４．８ ２，１１０ １８．２ ９７ ７１．４ １６１ ２３．２
７ ６３，８１１ １６．７ ６，９０１ １１．５ ２，２７８ ２０．７ ６５ ５．３ １６０ ▲８．３
８ ６２，９１０ ５．８ ７，０９７ ４．３ ２，１３１ ９．５ ７４ ７．４ １４６ １８．２
９ ５６，４６８ ▲３．０ ５，４６８ ▲９．２ １，９１９ ０．４ ７６ ２７．８ １６５ ４２．８
１０ ６５，０７１ ８．７ ７，６７７ ２４．９ ２，２６４ ８．９ ８５ ９．６ ２０１ ２５．０
１１ ６４，８４２ １３．３ ７，２８４ ３５．３ ２，２８３ ２１．２ ７２ ▲０．０ １６９ ８８．５
１２ ６５，６７０ １２．３ ７，７４２ ３２．５ ２，０３２ １２．６ ８７ １４．８ ２３２ ７５．７

０８．１ ６４，９８１ ９．２ ７，６６２ ２９．６ ２，１７１ ８．６ ８１ ▲０．６ ７５９ ３７８．９
２ ６０，１２０ １０．２ ７，２４１ ２６．１ １，８８３ １．３ ６４ ▲２５．２ ２１２ ３２．１
３ ６５，７３６ １１．２ ７，５６１ １６．０ １，９８８ ０．４ ５０ ▲１７．５ １３８ ▲１１．３
４ ６４，１２０ １１．９ ７，８８８ ３３．１ ２，１３０ ４．７ ９８ ４２．６ １９１ ３４．８

資 料 財務省、門司税関〔九州は山口、沖縄県を含む〕、長崎税関

（億円）

年 月 全 国

０５年 １００．０
０６年 １０２．２
０７年 １０４．０

０７．４ １０３．５
５ １０３．８
６ １０３．９
７ １０４．６
８ １０４．６
９ １０４．５
１０ １０４．８
１１ １０５．０
１２ １０５．４

０８．１ １０５．６
２ １０６．１
３ １０６．７
４ １０７．５
５ １０８．７

前年比 ４．７
資 料 日本銀行調査統計局

（２００５＝１００）

（２００５＝１００）

イ．消費者物価
指数で見ると、全国は高水準を持続。食品、光熱費は、
暫定税率停止によるガソリンの値下がりで上昇が一
服。福岡市、熊本市では、ガソリンは値下がりしまし
たが、衣料品の上昇で、全体では横ばいとなりまし
た。長崎市でも同様でしたが、生鮮食品の値上がりが
大きく、全体では上昇となりました。

年 月 全 国 九 州 福岡市 熊本市 長崎市
０５年 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
０６年 １００．３ １００．１ １００．１ １００．０ ９９．８
０７年 １００．３ １００．３ １００．０ ９９．９ ９９．７

０７．３ ９９．８ ９９．５ ９９．４ ９９．７ ９９．４
４ １００．１ ９９．７ ９９．６ ９９．８ ９９．６
５ １００．４ １００．２ ９９．９ ９９．９ ９９．７
６ １００．２ １００．３ １００．０ ９９．７ ９９．４
７ １００．１ １００．１ ９９．８ ９９．５ ９９．３
８ １００．６ １００．８ １００．４ １００．２ ９９．８
９ １００．６ １００．７ １００．３ １００．４ ９９．９
１０ １００．９ １０１．０ １００．６ １００．４ １００．３
１１ １００．７ １００．８ １００．４ １００．３ １００．０
１２ １００．９ １０１．０ １００．４ １００．３ １００．１

０８．１ １００．７ １００．７ １００．２ １００．０ ９９．８
２ １００．５ １００．４ ９９．７ １００．０ ９９．６
３ １０１．０ １００．９ １００．２ １００．３ １００．０
４ １００．９ １００．６ １００．０ １００．１ １００．２

前年比 ０．８ ０．９ ０．４ ０．３ ０．６
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡市、熊本市、長崎市

� 輸入通関実績
前年比で見ると、全国は原油価格上昇による中東からの増加が続きました。福岡県も石油価格上昇
による増加です。熊本県では石油の増加のほか、中国からの原料品が増加しました。長崎県では、
中東からの石油のほか、西欧からの一般機械が増加しました。

� 物価指数
ア．企業物価（国内）
指数で見ると、石油製品、鉄鋼のほか、
小麦の値上がり等で加工食品が値上が
りし、急上昇しました。
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年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ０．９５ ０．７０ ０．７７ ０．７３ ０．５８
０６年 １．０６ ０．７７ ０．８５ ０．８１ ０．６０
０７年 １．０４ ０．７８ ０．８６ ０．８２ ０．６２

０７．３ １．０５ ０．７９ ０．８９ ０．８５ ０．６１
４ １．０５ ０．８１ ０．９１ ０．８６ ０．６２
５ １．０６ ０．８０ ０．９１ ０．８３ ０．６４
６ １．０７ ０．８０ ０．９０ ０．８６ ０．６４
７ １．０６ ０．８１ ０．９０ ０．８５ ０．６４
８ １．０５ ０．７８ ０．８６ ０．８２ ０．６４
９ １．０４ ０．７７ ０．８３ ０．８３ ０．６２
１０ １．０２ ０．７５ ０．７９ ０．７８ ０．６１
１１ １．００ ０．７１ ０．７３ ０．７４ ０．５８
１２ ０．９８ ０．７０ ０．７１ ０．７３ ０．５７

０８．１ ０．９８ ０．６８ ０．６９ ０．７１ ０．５６
２ ０．９７ ０．６８ ０．７０ ０．７４ ０．５８
３ ０．９５ ０．６７ ０．６８ ０．７１ ０．５９
４ ０．９３ ０．６７ ０．６７ ０．７１ ０．５９

前年増減 ▲０．１２ ▲０．１４ ▲０．２４ ▲０．１５ ▲０．０３
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県

（％） （倍）

� 有効求人倍率
倍率で見ると、全国、福岡、熊本県は先行き
に対する懸念等から求人が減少しており、
徐々に低下しています。一方、長崎県は水準
は低いですが、コールセンター等の求人増な
どから上昇傾向が続いています。

年 月 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 ４．４ ５．０ ５．９ ４．５ ４．６
０６年 ４．１ ４．８ ５．６ ４．４ ４．４
０７年 ３．９ ４．４ ４．９ ４．０ ４．０

０７．３ ４．０ ４．６ ５．３ ４．３ ３．９
４ ３．９
５ ３．８
６ ３．７ ４．５ ５．１ ４．２ ４．１
７ ３．６
８ ３．８
９ ４．０ ４．７ ４．９ ４．１ ３．９
１０ ３．９
１１ ３．８
１２ ３．８ ４．０ ４．６ ３．６ ３．８

０８．１ ３．８
２ ３．９
３ ３．８ ４．０ ４．７ ４．１ ３．６
４ ４．０

前年増減 ０．１ ▲０．６ ▲０．６ ▲０．２ ▲０．３
資 料 総務省、九州経済産業局、福岡県、熊本県、長崎県

� 完全失業率（季節調整値）
失業率で見ると、全国、福岡県、熊本県は改
善の動きが一服しています。一方、長崎県で
は求人の増加で緩やかながら低下傾向が続い
ています。

� 企業倒産
倒産件数は、全国、長崎県は増加傾向、福岡県、熊本県は横ばいとなっています。負債総額を金額
で見ると、全国は増加傾向となっていますが、福岡、熊本、長崎の３県は、大型倒産で増えるとき
はあるものの、全体としては横ばいとなっています。

年 月
件 数 負債総額

全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県 全 国 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５年 １２，９９８ １，０９７ ４８０ １３０ １１６ ６７，０３５ ４，６９１ ２，９１０ ６０２ ３５６
０６年 １３，２４５ １，０９５ ５０２ １２７ １２５ ５５，００６ ３，８００ １，３８４ ５９５ ４９７
０７年 １４，０９１ １，２２５ ５０４ １３９ １４８ ５７，２７９ ４，１３０ １，３１９ ２７０ ４５１

０７．４ １，１２１ ８５ ３６ ８ ６ ６，１６３ ２４４ ７１ １１ ２２
５ １，３１０ １２６ ５４ １３ １９ ３，６８６ ３７４ １６９ ９ １３２
６ １，１８５ １１５ ４３ １１ ９ ３，１５２ ３９２ １２８ ２０ １９
７ １，２１５ １０１ ４８ ８ １５ ３，４９８ ２１４ ６２ ３３ ２７
８ １，２０３ １１４ ３７ １３ １９ ８，７０５ ３２０ ５４ ２２ ６８
９ １，０４７ １０６ ４６ １１ １３ ４，６０６ ３５８ １４０ １１ ５０
１０ １，２６０ １１３ ４４ １０ １９ ４，６１３ ２１３ ６２ ２８ ３５
１１ １，２１３ １０５ ４７ １４ １１ ４，９２６ ３２３ １６４ １８ ２７
１２ １，０９７ ９２ ３９ １１ １１ ４，４１３ ９８６ ２７９ ６ １８

０８．１ １，１７４ ８３ ３７ １０ １２ ５，８１２ ２７４ １０６ ２７ ２１
２ １，１９４ １０４ ３２ １５ １４ ３，６５２ ２０４ ７３ ３３ ２２
３ １，３４７ １２６ ６０ １５ １８ ４，７３０ ３１７ ５５ １４ １３４
４ １，２１５ １０３ ４０ ７ １５ ７，１８１ ５０２ ２３０ ２１ ３６
５ １，２９０ １３５ ４６ １７ １１ ５，４９９ ６８２ １２８ １２４ ２１

前年比 ▲１．５ ７．１ ▲１４．８ ３０．８ ▲４２．１ ４９．２ ８２．６ ▲２４．０ １，３３８．１ ▲８４．０
資 料 東京商工リサーチ（負債金額１千万以上）

（件） （億円）
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� 国内銀行預金残高

� 国内銀行貸出金残高

� 貸出約定平均金利（月末・ストック）

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５．３ ５２８，０６５ ２４７，０２３ １８７，８８８ ５３，９６２ ３５，８６７ １６，５３７ ４，６３４ ４，０５５
０６．３ ５３４，１５０ ２５０，７６２ １８８，８９１ ５４，１２７ ３５，８０７ １６，５７５ ４，６２４ ３，９６１
０７．３ ５３９，９４２ ２４８，７５７ １９３，６８２ ５４，６２２ ３６，４６７ １６，９２６ ４，７０３ ４，０１８

０７．８ ５３９，７２６ ２４４，３９９ １９２，２２７ ５４，７３０ ３６，４５４ １６，７７４ ４，７３４ ４，１０５
９ ５４１，２４６ ２４４，３２８ １９３，２７３ ５５，２１３ ３６，６３６ １６，９０２ ４，７９７ ４，０９２
１０ ５３９，４３３ ２４４，８６９ １９１，１７５ ５４，７４０ ３６，２７６ １６，７５５ ４，７１５ ４，０５３
１１ ５４７，２４０ ２５０，６１３ １９２，４６１ ５４，８８４ ３６，４５２ １６，８４８ ４，７０４ ４，１０４
１２ ５４７，１４３ ２４５，９４８ １９５，５７２ ５５，８０２ ３６，９２８ １７，０７９ ４，７９８ ４，０９２

０８．１ ５４６，４３１ ２４７，９６７ １９３，０３８ ５４，９７１ ３６，５６２ １６，９６６ ４，７２０ ４，０４７
２ ５４８，０７３ ２４９，００４ １９３，４１４ ５５，１９７ ３６，５９２ １６，９７０ ４，７１８ ４，０５４
３ ５５４，５３０ ２５２，５７５ １９５，６９９ ５５，５６２ ２６，６２７ １６，９７３ ４，７１２ ４，０３２
４ ５５５，４４５ ２５１，７１７ １９６，７１２ ５５，６７５ ３７，３５９ １７，３３４ ４，７７３ ４，０９３

前年比 ２．４ ０．５ １．４ １．２ １．０ １．３ ０．３ ０．１
資 料 日本銀行調査統計局

年 月 全 国 都市銀行 地方銀行 地方銀行� 九 州 福岡県 熊本県 長崎県
０５．３ ４０１，９５７ １８６，９５４ １３７，２３８ ４０，３４０ ２５，７９６ １３，１７２ ２，７６２ ２，８０５
０６．３ ４１０，７５９ １８９，６８９ １４０，３５６ ４１，２５６ ２５，７６８ １３，２０２ ２，７７５ ２，６４９
０７．３ ４１３，４９６ １８６，０３７ １４４，５４１ ４１，９３８ ２５，８９７ １３，２５２ ２，７８３ ２，５３１

０７．８ ４１０，６９８ １８４，３２５ １４３，６７０ ４１，６６６ ２５，５９０ １３，１３０ ２，７４５ ２，４５５
９ ４１２，６９０ １８３，４１９ １４５，３７４ ４２，２２５ ２５，７６０ １３，２５４ ２，７７０ ２，４３８
１０ ４０９，１１１ １８２，０３８ １４４，３９２ ４１，９０６ ２５，６１９ １３，１２５ ２，８００ ２，４２３
１１ ４１０，４８５ １８３，０８２ １４４，７７７ ４２，０３２ ２５，７９７ １３，２５４ ２，８２３ ２，４１８
１２ ４１７，６３９ １８６，１６４ １４７，１７６ ４２，８５６ ２６，１７３ １３，４３６ ２，８６７ ２，４４６

０８．１ ４１５，４８２ １８６，１５０ １４５，９８２ ４２，３８３ ２５，９３６ １３，３１８ ２，８２６ ２，４１７
２ ４１６，２０５ １８５，９４４ １４６，６１４ ４２，４０９ ２６，０７９ １３，４４９ ２，８２０ ２，４３４
３ ４１９，４２０ １８５，４６６ １４８，３５９ ４２，９３１ ２６，３５３ １３，５０７ ２，８８９ ２，４８７
４ ４１６，２９６ １８４，６９０ １４７，２５７ ４２，５９９ ２５，９７９ １３，４００ ２，８２３ ２，４１９

前年比 １．５ ０．０ ２．７ ２．１ ２．１ ２．１ ４．８ ▲１．６
資 料 日本銀行調査統計局

年 月
全 国 九州地銀

（２０行）都市銀行 地方銀行 地方銀行�
０５．３ １．５０３ １．９３６ ２．３３２ ２．２１３
０６．３ １．３９２ １．８３８ ２．２１５ ２．０９３
０７．３ １．６７９ １．９９２ ２．２９２ ２．１８７

０７．８ １．７７４ ２．０７２ ２．３７３ ２．２５８
９ １．７９８ ２．０７９ ２．３６４ ２．２５３
１０ １．８０５ ２．０７７ ２．３６６ ２．２５３
１１ １．８０２ ２．０８０ ２．３６５ ２．２４７
１２ １．８１１ ２．０８３ ２．３５７ ２．２４６

０８．１ １．７８８ ２．０７６ ２．３５８ ２．２４０
２ １．７８１ ２．０６７ ２．３５４ ２．２２７
３ １．７９７ ２．０６４ ２．３４０ ２．２１８
４ １．７８４ ２．０５１ ２．３３４ ２．２２１

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡支店（九州地銀は沖縄県を含む）

年 月 全 国
九州地銀
（２０行）

０５．３ １．４１５ １．６５３
０６．３ １．２９２ １．７２１
０７．３ １．５９４ １．８２５

０７．８ １．６９３ ２．２０３
９ １．６９９ １．９４７
１０ １．７９９ ２．２７３
１１ １．６１３ ２．１３４
１２ １．６７７ ２．１４７

０８．１ １．５５４ ２．１６１
２ １．５８３ １．９６９
３ １．６５０ １．９２１
４ １．６２８ ２．１５０

資 料 日本銀行調査統計局、同福岡支
店（九州地銀は沖縄県を含む）

金融関係指標

（十億円）

（十億円）

� 新規貸出約定平均金利
（年％） （年％）
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実施年月

銀行預金（FFG） 貸出金利 参考
日
付

基準
貸付利率
（公定歩合）

日
付 普通預金

スーパー
定期

（１年）

自由金利
定期

（１年）

日
付

短期
プライム
（FFG）

日
付

長期
プライム
（みずほ）

住宅ローン（FFG） 日
付
住宅金融
支援機構
（個人住宅）

日経平均
（年、月末）

外国為替（年、月末）

３年 ５年 １０年 １ドル
＝円

１ユーロ
＝円

００年末 ０．５０ ０．１０ ０．１５ ０．２０ １．８７５ ２．１０ ２．６５ ３．３０ ２．８０ １３，７８５１１４．９１１０６．７７
０１〃 ０．１０ ０．０１ ０．０４ ０．０４ １．８７５ １．８５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．６０ １０，５４２１３１．４７１１５．９０
０２〃 ０．１０ ０．００２ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．６５ ２．２５ ２．４０ ３．０５ ２．４０ ８，５７８１１９．３７１２４．４１
０３〃 ０．１０ ０．００１ ０．０３ ０．０３ １．８７５ １．７０ ２．４０ ２．９０ ３．６０ ２．６０ １０，６７６１０６．９７１３３．７１

０４．１ １９ ２．５５ １０，７８３１０５．８８１３１．２２
２ １０ １．６０ １７ ２．５０ １１，０４１１０９．０８１３５．８５
３ １０ １．６５ ２３ ２．６０ １１，７１５１０３．９５１２７．２３
４ ９ １．７０ ２１ ２．７０ １１，７６１１１０．４４１３１．８２
５ ２１ ２．７５ １１，２３６１０９．５６１３３．８９
６ １０ １．９０ １１ ２．８０ １１，８５８１０８．６９１３１．５８
７ ９ １．８０ ３．２０ ３．９５ １６ ３．００ １１，３２５１１１．６７１３４．５２
８ １０ １．７５ １１，０８１１０９．８６１３２．７２
９ １０ １．７０ ３．０５ ３．７５ １４ ２．８０ １０，８２３１１０．９２１３６．６８
１０ ２．３５ ３．００ ３．７０ １８ ２．９０ １０，７７１１０５．８７１３５．１７
１１ ２．９５ ３．６５ １０，８９９１０３．１７１３６．６３
１２ １０ １．５５ １４ ２．８５ １１，４８８１０３．７８１４１．３９

０５．１ ２．３０ ２．９０ ３．５５ １１，３８７１０３．５８１３４．８４
２ １６ ２．８０ １１，７４０１０４．５８１３８．５８
３ １０ １．６５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ １５ ３．００ １１，６６８１０６．９７１３８．６２
４ ８ １．５５ １ ３．１０ １１，００８１０５．８７１３６．８５
５ １０ １．５０ ２．２５ ２．８０ ３．４５ １０ ３．０５ １１，２７６１０７．８４１３３．４７
６ １０ １．４５ ３ ３．０６ １１，５８４１１０．３７１３３．２５
７ ５ ３．０２ １１，８９９１１２．１８１３５．８６
８ １０ １．６０ ３ ３．０８ １２，４１３１１１．４２１３６．０５
９ ９ １．５５ ２．３５ ２．９５ ３．６０ ５ ３．２３ １３，５７４１１３．２８１３６．２１
１０ １２ １．８０ ２．９０ ３．５０ ４ ３．１９ １３，６０６１１５．６７１３９．５７
１１ １０ １．９０ ２．５５ ３．１５ ３．７５ ４ ３．３２ １４，８７２１１９．４６１４０．８２
１２ ９ １．８５ ２．５０ ３．１０ ３．７０ ６ ３．２６ １６，１１１１１７．４８１３９．３８

０６．１ １１ １．８０ ３．１５ ３．７５ １０ ３．３４ １６，６４９１１７．１８１４１．９０
２ １０ ２．００ ３．７０ ３ ３．２８ １６，２０５１１６．３５１３７．８６
３ ２７ ０．０６ ０．０６ １０ ２．１０ ２．７０ ３．４０ ３．８５ ７ ３．４１ １７，０５９１１７．４７１４２．５４
４ １１ ０．０８ ０．０８ １１ ２．４５ ２．９０ ３．６０ ４．０５ ４ ３．５２ １６，９０６１１４．３２１４３．４０
５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．８０ ４．２５ ９ ３．７１ １５，４６７１１１．８５１４４．００
６ ９ ２．４５ ３．１０ ３．７５ ３．９５ ５ ３．６８ １５，５０５１１４．６６１４５．７９
７ １４ ０．４０ １８ ０．１０ ０．２５ ０．３０ １１ ２．６５ ３．７０ ３．９０ ４ ３．７１ １５，４５６１１４．４７１４５．９６
８ １５２．１２５ １０ ２．５０ ３．０５ ３．５０ ３．８５ ３ ３．７５ １６，１４０１１７．２３１５０．６６
９ ８ ２．３０ ５ ３．６０ １６，１２７１１８．０５１４９．５８
１０ １１ ２．３５ ２．９０ ３．２５ ３．７０ １６，３９９１１７．７４１４９．３６
１１ １０ ２．３０ ３．０５ ３．４５ ３．８０ ６ ３．７７ １６，２７４１１６．１２１５３．１２
１２ ８ ２．３５ ３．３５ ３．７０ ５ ３．６８ １７，２２５１１８．９２１５６．６８

０７．１ １０ ２．４０ ３．００ ３．３０ ３．６０ １０ ３．５７ １７，３８３１２１．３４１５７．１５
２ ２１ ０．７５ ２６ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ９ ２．３０ ３．６５ ５ ３．６４ １７，６０４１１８．５９１５６．６６
３ ２６２．３７５ ９ ２．２０ ３．０５ ３．３５ ３．７０ ６ ３．６１ １７，２８７１１８．０５１５７．２１
４ １０ ２．２５ １ ３．５３ １７，４００１１９．４１１６２．４０
５ ３．１５ ３．５０ ３．８５ ９ ３．５４ １７，８７５１２１．６３１６３．４６
６ ８ ２．４５ ３．２０ ３．４５ ３．８０ ５ ３．５９ １８，１３８１２３．４８１６６．０４
７ １０ ２．５５ ３．４０ ３．７５ ４．０５ ４ ３．７３ １７，２４８１１８．９９１６４．１１
８ ４．１０ ３ ３．６９ １６，５６９１１６．２４１５８．８０
９ １１ ２．２５ ３．３０ ３．６５ ４．００ ４ ３．５２ １６，７８５１１５．２７１６３．３３
１０ １０ ２．４５ ３．２５ ３．５０ ３．８０ ４ ３．６５ １６，７３７１１４．７８１６５．８９
１１ ９ ２．２０ ３．３０ ３．６０ ３．９０ ５ ３．５３ １５，６８０１１０．２９１６２．６７
１２ １１ ２．３０ ３．２０ ３．４５ ３．７５ ４ ３．４０ １５，３０７１１３．１２１６５．７０

０８．１ １０ ２．１０ ３．１５ ３．３５ ３．６５ ９ ３．５３ １３，５９２１０６．６３１５８．４３
２ ８ ２．１５ ３．００ ３．２０ ３．５５ ５ ３．４６ １３，６０３１０４．３４１５８．９３
３ １１ ２．１０ ３．１０ ３．３０ ３．６０ ５ ３．４５ １２，５２５ ９９．３７１５６．９７
４ ３．１０ ３．２０ ３．４５ ３ ３．３４ １３，８４９１０４．０５１６２．０３
５ ９ ２．４０ ３．１５ ３．３０ ３．５５ ９ ３．６４ １４，３３８１０５．４６１６３．２０

０８．６．１３
現在 ０．７５ ０．２０ ０．３５ ０．４０ ２．３７５ ２．４５ ３．４５ ３．６５ ３．９０ ３．７４ １３，９７３１０８．０７１６６．３０

マーケットデータ

預金金利・貸出金利等の推移

（注）スーパー定期、自由金利定期は、月内最終営業日の金利。日経平均は切り捨て。住宅金融支援機構は月内最終変更分。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］� 3101 Alexandra House, 18,�
Chater Road, Central, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�平　松　毅一郎�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

こ　　じま�
［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�兒　島　尚　三�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点紹介

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

どうしてそうなっているのか分
からなかった社会現象が、調べて
いるうちに、その変化の理由がお
ぼろげに分かって来ます。そし
て、なぜそうなったかが分かる
と、その変化が一種の必然であっ
たことに気がつきます。
一種の歴史小説を読んでいるよ
うな気がしているのは私だけで
しょうか。

風薫る爽やかな季節が終わり、
徐々に蒸し暑さが増してきたよう
に感じます。ＦＦＧでは今年から
三行揃ってクールビズを導入し、
ノーネクタイになりました。暑が
りの自分は当然半袖にしました
が、パソコンと人の多い当フロア
では日中の体感温度は３０度を軽く
超えているようで、これから先が
思いやられます。

長崎県の景況感は悪化傾向。一
方、私の懐具合は、「弱含み」と
言ったところでしょうか・・・。
微力ながら長崎県の個人消費の力
にと考えていたものの、昨今のガ
ソリン、食料品等々の値上げで、
出来る限りの節約に努めていま
す。しかし、これを機に、家計だ
けではなく、体の方もスリム化を
図ってみようかなと思う、今日こ
の頃です。

今回組込みソフトウェア産業に
関する調査を行なっていく中で、
改めて現代の技術の偉大さという
ものを実感しました。日頃は何の
意識もすることなく使っている携
帯電話等の製品に、どれだけの技
術や開発者の想いが込められてい
るのかと考えると、もう少しあり
がたみを感じながら使わないとい
けないな、と思っています。

中 村 前 島 横 尾 花 谷

ＦＦＧ調査月報についていろん
な声を頂戴します。自分自身で
は、昨日は福岡・天神、明日は熊
本・水前寺と取材先が広がり、（昼
ご飯のラーメンの味の違いで）「Ｆ
ＦＧ調査月報」が走り出したこと
を実感しています。長崎のことに
ついても少し視野を広げて見つ
め、より役立つ情報を発信できる
よう、アンテナを広げていきたい
と思っています。

産学官連携担当者となって早２
年。これまでに行政や大学関係者
の方々と「地域産業振興に対して
どのようなお手伝いができるの
か」意見をぶつけ合い、悩みを分
かち合ってきました。これらの皆
様とのネットワークも出来上が
り、これからはまさに産学官連携
の力を実践するステージだ！と、
自らを戒めるこの頃です。

四川大地震から約１か月が過ぎ
ました。自然に対する怖れを忘れ
ず、常に備えておかねばならない
ことを再認識する必要があると強
く感じます。犠牲となられた方々
のご冥福をお祈りいたしますとと
もに喪心より哀悼の意を表しま
す。また被災された方々には一刻
も早い復興を心よりお祈り申しあ
げます。

四川大地震において、日本救援

部隊に対して心より感謝する中国

国民の姿をテレビや新聞で見まし

た。国民感情を最も動かすのは、

誰も気づかない資金援助より、目

に見える心の援助だと感じまし

た。

島 浦 今 泉 守 部 長 田

ＦＦＧ調査月報２号 ２００８年６月２５日／�ふくおかフィナンシャルグループ営業企画部総合調査Ｇ
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２２４１ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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